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I．はじめに 

1. 本手引き（案）策定の背景 

 都市において多様な生物が生息・生育できる空間が少なくなっています 

• 都市においては、都市に暮らす人々が生態系サービスを継続的に受けられるよう、

生物多様性の確保と持続的な利用に係る施策を進めていくことが必要です。 

• このため、都市住民のための地域に身近な自然とのふれあいの場を確保し、自然や

生物多様性の重要性について理解を促進することも重要となっています。 

• しかし、都市では、人口の集中により宅地化が進み、樹林地や農地が限られること

から、多様な生物が生息・生育できる空間が極めて少なくなっています。多様な生

物の生息・生育環境となる緑地の保全・創出の推進をはからなければなりません。 

 都市の生物多様性の確保には、地方公共団体の取組が重要です 

• 都市の生物多様性の確保には、計画的に生物の生息・生育環境の創出、保全、再生

及びネットワーク化を進めていくことが必要です。 

• このような取組は都市の緑地の保全や緑化の推進と関連が深いことから、地方公共

団体の緑地政策を所管する部局が積極的に生物多様性へ配慮しながら施策展開を

進めることが重要です。 

 生物多様性確保のために、緑の基本計画をもっと活用してもらう余地があります 

• 地方公共団体では、緑地の保全及び緑化の推進に関する計画として、都市緑地法に

基づく緑の基本計画（緑地の保全及び緑化の推進に関する基本計画）を策定するこ

とができます（平成27年末時点で668市町村にて策定中または策定済）。 

• 緑の基本計画を策定する際は、あらかじめ公聴会の開催等住民の意見を反映させる

ために必要措置を講ずるよう努めることとされています。緑の基本計画に生物多様

性に関する目標や施策が位置づけられることにより、市民や企業など地域に関わる

人々が目標を共有して、都市の緑地の保全や緑化の推進を進めることができるよう

になります。 

• また、庁内の調整をする際も、関連分野をひろく見渡して計画的に取組を進めるこ

とや、関係部局間で目標や認識を共有すること、取組の必要性や予算確保の根拠づ

け、進捗管理の実施などができるようになります。 

• そのため、緑の基本計画に、生物多様性の観点を加えることで、地方公共団体によ

る都市の生物多様性確保の取組が一層推進されることが期待されます。 

• 一方、現在活用されている緑の基本計画の多くは、生物多様性の重要性が強く認識

される以前に策定されており、緑の基本計画における生物多様性への配慮はまだま

だ十分とはいえません。今後は、多くの地方公共団体において、生物多様性確保の

ために、緑の基本計画をさらに活用することが有効であると考えられます。 

  



2 

 

2. 本手引きの活用にあたって 

本手引きの目的は、都市の生物多様性確保の取組の推進に向けて、緑の基本計画を

新しく策定または改定する際に、緑の基本計画内に生物多様性確保の観点をどのよう

に取り入れれば良いかを分かりやすく解説することです。 

特に、以下に示すような状況に該当し、これまでの生物多様性に対する取組が充分

ではないとご認識されている地方公共団体では、ぜひ本手引きをご参照・ご活用くだ

さい。 

 生物多様性は環境担当部局が主管しているもので、公園緑地担当部局において

取り扱う主題ではないと考えている 

 現行の緑の基本計画では、生物多様性に関する記述が少しみられるが、その重

要性が十分強調されているわけではない 

 現行の緑の基本計画における生物多様性の記述は抽象的であり、具体的な施策

イメージが湧きにくい 

 生物多様性確保の取組について進捗管理が行われていない。もしくは、行われ

ていても緑の基本計画との関連性はない 

また、地方公共団体の緑の基本計画の策定・改定に関心をお持ちの住民の皆さまに

もご参照いただけるものと考えています。 
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II．地方公共団体における都市の生物多様性確保 

1. 都市の生物多様性の重要性 

生物多様性とは、すべての生物の間に違いがあることを指します。地球上には個性

豊かなさまざまな生物が存在し、互いに影響しながらもバランスを保って共存してお

り、生物多様性があることで、食材の供給や、地球環境の維持など、さまざまな恩恵

を受けられています。 

しかし、私たち人類が行ってきた開発等によって生態系の破壊が進み、生物多様性

を脅かす大きな要因となっています。その重大さを踏まえ、日本を含む世界各国では

さまざまな取組が進められているところです。 

生物多様性は山や海や森などが注目されやすいですが、都市においても重要な役割

を果たしており、その住民に様々な恩恵を提供しています。例えば、以下のような機

能が考えられます。 

 水や大気の浄化、微気候等の環境改善機能 

 地域の子ども達に生き物とふれあう機会を提供することによる環境教育の推進 

 地域の特徴となる自然とのふれあいにより地域への愛着を育んだり、地域の文

化形成に寄与 

このように生物多様性を確保することは貴重な地域の資源となり、都市の価値を高

めるものと考えられますが、都市においては、人口の集中により宅地化が進み、樹林

地や農地が限られることから、多様な生物が生息・生育できる空間が極めて少なくな

ってしまっています。 

また、都市には世界人口の半数以上が住んでいますが、食料やエネルギーといった

資源の調達の多くを都市の外側の地域に頼っているため、都市住民の経済行動は都市

の外側の地域の自然環境に対しても大きな影響を与えることも大事な視点となりま

す。そのためには、都市に住む人びとが生物多様性の重要性を理解し行動することが

大切です。都市において生物多様性を確保することは、都市住民に生物に接する機会

を提供し、住民の生物多様性への理解を促進することにもつながります。 

図表１ 生物多様性が豊かな都市のイメージ 
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2. 生物多様性に関する国際的な目標 

（１） 愛知目標 

2010年に愛知県名古屋市において開催されたCOP10（生物多様性条約第10回締約国会

議）において、生物多様性に関する世界目標である「愛知目標（愛知ターゲット）」

が採択されました。緑の基本計画に生物多様性を組み込むことは、愛知目標の「目標

１」や「目標２」、「目標５」、「目標12」など多くの項目の達成につながります。

また、平成28年11月、環境省を含む関係省庁は、愛知目標の達成に向けて今後さらに

加速させる必要がある施策をまとめた「生物多様性国家戦略2012-2020の達成に向けて

加速する施策」を公表しました。このなかで、地方公共団体における戦略や計画に生

物多様性への配慮を組み込むことが重点施策の一つとして記載されています。この点

は、愛知目標の「目標２」の達成に直接的に寄与するものです。 

図表２ 愛知目標の 20 の個別目標 

目標１ 
人々が生物多様性の価値と行動を
認識する 

目標11 
陸域の17％、海域の10％が保護地
域等により保全される 

目標２ 

生物多様性の価値が国と地方の計
画などに統合され、適切な場合に
国家勘定、報告制度に組み込まれ
る 

目標12 
絶滅危惧種の絶滅・減少が防止さ
れる 

目標３ 
生物多様性に有害な補助金を含む
奨励措置が廃止、又は改革され、
正の奨励措置が策定・適用される 

目標13 
作物・家畜の遺伝子の多様性が維
持され、損失が最小化される 

目標４ 
すべての関係者が持続可能な生
産・消費のための計画を実施する 

目標14 
自然の恵みが提供され、回復・保
全される 

目標５ 

森林を含む自然生息地の損失が少
なくとも半減、可能な場合にはゼ
ロに近づき、劣化・分断が顕著に
減少する 

目標15 
劣化した生態系の少なくとも15％
以上の回復を通じ気候変動の緩和
と適応に貢献する 

目標６ 水産資源が持続的に漁獲される 目標16 
ABSに関する名古屋議定書が施行、
運用される 

目標７ 
農業・養殖業・林業が持続可能に
管理される 

目標17 
締約国が効果的で参加型の国家戦
略を策定し、実施する 

目標８ 
汚染が有害でない水準まで抑えら
れる 

目標18 
伝統的知識が尊重され、主流化さ
れる 

目標９ 
侵略的外来種が制御され、根絶さ
れる 

目標19 
生物多様性に関連する知識・科学
技術が改善される 

目標10 
サンゴ礁等気候変動や海洋酸性化
に影響を受ける脆弱な生態系への
悪影響を最小化する 

目標20 
戦略計画の効果的な実施のための
資金資源が現在のレベルから顕著
に増加する 

（出所）環境省ウェブサイト 

  http://www.biodic.go.jp/biodiversity/about/aichi_targets/index_02.html 

  

http://www.biodic.go.jp/biodiversity/about/aichi_targets/index_02.html
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（２） SDGs 

持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals: SDGs）とは、2015年の国連

サミットで採択された2016年から2030年までの国際目標です。SDGsでは、前身のミレ

ニアム開発目標（MDGs）と違い、発展途上国のみならず、先進国も取り組むものとな

っており、内容もより包括的なものになっています。 

緑の基本計画に生物多様性への配慮を盛り込むことは、「⑮陸上資源」をはじめ、

「⑪都市」や「⑬気候変動」など多くの個別目標の達成に寄与します。 

日本においても、SDGsの目標達成のため、2016年に内閣にSDGs推進本部を設置し、

「持続可能な開発目標（SDGs）実施指針」を定めるなど、積極的な取組を行っていま

す。この指針においては、SDGsの目標群のなかでも優先課題が提示されており、その

なかに「生物多様性、森林、海洋等の環境の保全」が含まれています。生物多様性の

保全は、先進国において取り組むべき国際的な目標の一つであり、かつ日本における

優先課題なのです。 

図表３ SDGs の 17 の個別目標 

 

（出所）外務省資料「持続可能な開発のための2030アジェンダ」 

  http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/files/000270588.pdf 
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3. 地方公共団体に期待される役割 

生態系がおかれている自然的・社会的状況は地域ごとに異なるため、生物多様性の

確保のためには画一的な対応ではなく、地域ごとに個別に取組を行わなければなりま

せん。そのためには、地域における生き物の状況を把握した上で、必要な措置を取る

必要があります。都市においては、生物が生息・生育できる場は限定的であることか

ら、計画的に水域や緑地の配置を進めるとともに、法令等で緑地の保全等の担保性を

高めていくことになります。また、緑地や水域は、その量だけでなく、質や規模、連

続性等を考慮することも求められます。このような取組は都市計画や緑地政策の方針

と密接に関連するため、地方公共団体における主体的な取組みが求められます。 

 

 生物多様性に優れた地方公共団体のランキングの公表 

平成28年に、生物多様性確保の状況を評価した地方公共団体ランキングが発表され

ました。これは、国土交通省が発表した「都市の生物多様性指標（簡易版）」（後述）

をもとに算出されたもので、665の地方公共団体（市町村）について共通指標で生物多

様性の状況を評価したものです。世界的にも珍しく先駆的な取組みとして、全国紙５

紙をはじめ、さまざまなメディアに取り上げられました。世間の注目度も高く、都市

の生物多様性に関する関心が高まっていることがうかがえます。 

 

生物多様性に優れた地方公共団体のランキング結果の概要 

都市の生物多様性指標（簡易版）（9ページ参照）を活用して評価した結果、地方公

共団体の生物多様性保全の取組状況を評価する指標群で1位となったのは、埼玉県戸田

市、神奈川県川崎市、兵庫県神戸市・伊丹市の4市でした。また、生態系の豊かさと便

益を評価する指標群で1位となったのは、栃木県茂木町・那須町、岐阜県恵那市、大阪

府能勢町、兵庫県猪名川町、奈良県宇陀市、広島県竹原市の7市町でした。 

地方公共団体の取組状況の評価結果は、生物多様性地域戦略を策定している地方公

共団体において明らかに全体よりも高い平均点となっており、行政計画の重要性が明

らかとなりました。エリア別にみると、関東、近畿、中部の地方公共団体が、生物多

様性保全の取組に積極的であり、取組状況の平均点が高くなる傾向が明らかとなりま

した。また、財政規模が大きくなるほど取組状況の平均点が高くなる傾向もうかがえ

ました。 

（出所）三菱UFJリサーチ&コンサルティングウェブサイトをもとに作成 

     http://www.murc.jp/publicity/press_release/press_161130 

 

  

http://www.murc.jp/publicity/press_release/press_161130
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4. 緑の基本計画における生物多様性への配慮 

先述のとおり、都市の生物多様性の確保には、緑地保全や緑化の推進等の政策分野

が強く関連します。そこで取組を推進するには、生物多様性施策を所管する部局と連

携して、緑の基本計画に記載し、施策立案につなげることが重要です。そして、都市

計画や従来の都市緑化の方針との整合をはかりながら生物多様性に配慮したまちづく

りを総合的に進めるために、緑の基本計画に生物多様性の確保を柱の一つとして位置

づけて運用していくことが重要となります。 

地方公共団体の緑の基本計画が生物多様性に配慮されたものとなるように、国土交

通省では、以下に示すような取組を進めてきました。 

（１） 都市緑地法運用指針の改正（平成23年10月） 

都市の生物多様性確保を推進するために、国土交通省では、平成23年に都市緑地法

運用指針を改正し、緑の基本計画の内容や計画策定時の留意事項に、生物多様性の確

保に関する視点を追加しました。具体的には、生物多様性の確保の観点から、動植物

の生息地又は生育地としての緑地の規模や連続性等を評価して中核地区、拠点地区、

回廊地区、緩衝地区となる緑地を配置し、これらの緑地による有機的なネットワーク

（エコロジカルネットワーク）の形成を図ることが望ましい旨を示しました。 

図表４ エコロジカルネットワークの形成 

 

 （出所）国土交通省資料 

緩衝地区
中核地区、拠点地区、回廊地区に隣接して
存在し、これらの地区が安定して存続する
ために必要な緑地を含む緩衝地帯

中核地区
都市の郊外に存在し、他の
地域への動植物種の供給等
に資する核となる緑地

拠点地区
市街地に存在し動植物種の分布域の
拡大等に資する拠点となる緑地

回廊地区
中核地区と拠点地区を結び動植物種の
移動空間となる河川や緑道等の緑地
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（２） 緑の基本計画における生物多様性の確保に関する技術的配慮事項（平成23年10月） 

都市緑地法運用指針の改正に伴い、緑の基本計画において生物多様性への配慮を進

めるために、当指針の参考資料として「緑の基本計画における生物多様性の確保に関

する技術的配慮事項」を策定しています。 

都市において進行する緑地の消失、縮小、分断化を食い止め、エコロジカルネット

ワークの形成を促すことで、動植物種の円滑な移動を確保することで、動植物の個体

間の交流や他の個体群との交流の機会を積極的に確保することは重要です。そのため

に、技術的配慮事項では、緑地の保全と緑化推進を総合的に計画できる「緑の基本計

画」を活用して、都市のエコロジカルネットワークの形成を図るための技術的な方法

論を示しています。具体的には、緑の基本計画における以下の各項目における具体的

な記載内容を示しています。 

 

図表５ 技術的配慮事項の記載項目 

1 自然的条件及び社会的条件の現況調査に係る配慮事項 

2 調査結果の分析・評価に係る配慮事項 

3 課題の整理に係る配慮事項 

4 目標の設定に係る配慮事項 

5 緑地の配置方針の設定に係る配慮事項 

6 施策の検討に係る配慮事項 

7 モニタリングの実施に係る配慮事項 

 

 

 

 

  

国土交通省ホームページ「緑の基本計画における生物多様性の確保に関する技

術的配慮事項」（平成23年10月） 

http://www.mlit.go.jp/crd/park/joho/houritsu/pdf/H231001hairyojikou.pdf 

 

http://www.mlit.go.jp/crd/park/joho/houritsu/pdf/H231001hairyojikou.pdf
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5. 都市の生物多様性指標とは 

（１） 都市の生物多様性指標の策定 

国土交通省では、地方公共団体において、自らの都市の生物多様性の状況を把握す

るとともに、施策立案や実施、目標設定に活用できるツールとして、「都市の生物多

様性指標」を策定しています。 

都市の生物多様性指標は、都市の生物多様性シンガポール（CBI）指標や、CBI名古

屋改善試案など、国内外の都市の生物多様性指標検討の潮流を踏まえ、有識者・地方

公共団体の意見交換等を踏まえて策定されたものです。 

平成25年５月に都市の生物多様性指標「素案」を公表し、素案を用いた具体的な地

方公共団体における評価の試行を行いました。その際に明らかになった、データ取得

の難しさや、地方公共団体の取組状況の現状を踏まえ、平成28年11月に、より入手が

容易なデータを用いた都市の生物多様性指標「簡易版」を公表しました。 

 

（２） 都市の生物多様性指標の内容と活用のポイント 

都市の生物多様性指標は、「生態系・ハビタットの多様性」「生態系サービス」「都

市の取組」という３つの要素を７つの指標で評価しようとするものです。指標の内容

に沿って、地方公共団体の状況をセルフチェックをしたり、公表データを確認するこ

とで、生物多様性の保全に向けた取組状況を確認することができます。 

「都市において生物多様性を保全すると言っても、具体的に何をどうして良いかわ

からない」「評価・モニタリングをどうして良いかわからない」といった疑問に対し

て、指標の評価項目に沿った取組を実施することで、都市の生物多様性の保全に繋が

る具体的な行動を始めることができ、評価やモニタリングを可能にする、という利点

があります。 

  

都市の生物多様性の保全といっても、
何をどうすれば良いのか？

都市の生物多様性の保全をどう評価
すれば良いのか？

都市の生物多様性指標
（素案/簡易版）の活用

○国土交通省「都市の生物多様性指標（素案）」（平成25年5月） 

http://www.mlit.go.jp/common/001015640.pdf 

 

○国土交通省「都市の生物多様性指標（簡易版）」（平成28年11月） 

http://www.mlit.go.jp/common/001152339.pdf 

 

http://www.mlit.go.jp/common/001015640.pdf
http://www.mlit.go.jp/common/001152339.pdf
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図表６ 都市の生物多様性指標の構成 

指標項目 概要 簡易版の使用データ 素案の使用データ 

生
態
系
・
ハ
ビ
タ
ッ
ト
の
多
様
性 

指標１ 緑地等の現況 

国土数値情報 地方公共団体等が独

自に行う緑被地・水面

等の調査 

指標２ 
法令等により確保されて

いる緑地等の状況 

国土数値情報 

都市計画基礎調査に

おける法適用現況調

査 

都市計画基礎調査に

おける法適用現況調

査、及び独自に行う法

令等の施行状況等に

関する調査 

指標３ 
都市におけるエコロジカ

ルネットワークの状況 

国土数値情報 独自に設定した評価

指標となる動植物種

とその状況 

指標４ 動植物種の状況 

動植物の調査状況を

「自己評価シート」

でセルフチェック 

動植物種の経年変化 

生
態
系
サ
ー
ビ
ス 

指標５ 

生態系サービスの状況 

１：地球温暖化への対応 

（都市緑化等による温室

効果ガス吸収量） 

２：緑地の冷涼化効果 

（緑地等による樹冠被覆面積） 

３：水量の調節 

（緑地等による透水効果） 

国土数値情報 

※３項目の生態系サ

ービスを対象 

地方公共団体等が独

自に行う緑被地・水面

等の調査 

※７項目の生態系サ

ービスを対象 

都
市
の
取
組 

指標６ 
行政の生物多様性取組状

況 

「自己評価シート」

をセルフチェック 

地方公共団体が策定

する計画、実施する調

査等 

指標７ 
行政計画への住民等の参

加状況 
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6. 地方公共団体における取組の状況 

緑の基本計画は平成27年末の時点で、688市町村にて策定中または策定済みとなって

います。そこで、平成28年度に、これらの地方公共団体に対して生物多様性に関わる

取組状況や、緑の基本計画の活用状況に関するアンケート調査を実施しました。 

（１） 緑の基本計画への生物多様性の位置づけの状況の変化 

緑の基本計画に、生物多様性に関連する記述があるか、また、具体的な施策・事業

の記載があるかを確認すると、近年策定された緑の基本計画ほど、計画的に生物多様

性が位置づけられ、また具体的な施策・事業が記載されるようになっています。 

平成24年以降では、新たに策定・改定された緑の基本計画の８割以上に生物多様性

に関連する記述が見られます。また、そのうちの約３分の１の緑の基本計画において、

具体的な施策・事業に係る記載がなされています。 

 

図表７ 緑の基本計画における生物多様性に係る記載状況（策定年別） 

    

 

（注）対象は現在有効な緑の基本計画。計画が改定されている場合、改定後の計画のみが集計されて

います。 

 

  

5.9% 7.6%

26.8%
33.6%21.9%

25.0%

43.3%

47.4%
72.2% 67.4%

29.9%
19.0%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

～H13 

(n=187)

H14～H18 

(n=144)

H19～H23 

(n=157)

H24～H28 

(n=116)

生物多様性の関連記述なし

生物多様性の関連記述あり

（具体的施策の記載なし）

生物多様性の関連記述あり

（具体的施策の記載あり）

（年）

策定年

ポイント 

 平成24年以降に新たに策定・改定された緑の基本計画は、 

・8割以上に生物多様性に関連する記述がされています 

・約3分の1で、具体的な施策・事業まで記載されています 
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（２） 緑の基本計画への生物多様性の位置づけの状況 

前ページの結果のとおり、緑の基本計画において生物多様性に関する記載がなされ

る割合は高まってきているものの、具体的な施策について記載している緑の基本計画

は、全体の２割程度に留まっており、未だ緑の基本計画への生物多様性に関する記載

状況は十分ではありません。 

緑の基本計画の総数をみると、計画期間内の緑の基本計画の約半数において生物多

様性に関する記載がなされていません。今後、各地方公共団体において緑の基本計画

が改定される際に、生物多様性に関する具体的な施策・事業について記載が加えられ

ることが望まれます。 

 

図表８ 緑の基本計画における生物多様性に係る記載状況 

 

 

 

 

  

生物多様性の

関連記述あり

（具体的施策の

記載あり）

17%
（n = 104）

生物多様性の

関連記述あり

（具体的施策の

記載なし）

32%
（n = 201）

生物多様性の

関連記述なし

50%
（n = 307）

無回答

1%
（n = 6）

(n = 618)

ポイント 

 緑の基本計画の総数をみると、半数において生物多様性に関する記載

がなされておらず、今後の改定時に具体的な施策・事業に関する記載

をすることが重要です 
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（３） 生物多様性確保に係る取組の進捗管理状況 

地方公共団体が緑の基本計画に基づく生物多様性の確保に係る取組の進捗管理状況

について、緑の基本計画における生物多様性の記載状況別に確認しました。 

その結果、緑の基本計画に生物多様性の確保に係る具体的記載がない場合は、施策

や効果検証が殆ど行われていない一方、具体的記載がある場合は、生物多様性の確保

に関する具体的施策や効果検証等が実行されている割合が高く、より実現性の高い施

策の執行が進められている傾向であることが分かりました。 

 

図表９ 緑の基本計画の記載状況と施策の執行状況 

  

 

 

 

  

1.3 2.6 0.3 1.7
95.7

11.5 13.5 4.5 7.5
79.0

31.7 59.6 26.0 18.3 31.7

予
算
要
求
時
の

事
業
の
検
討

施
策
・事
業
の
実
施

施
策
・事
業
の
効
果
検
証

施
策
・事
業
お
よ
び

計
画
自
体
の
見
直
し

活
用
し
て
い
な
い

（%）
生物多様性の関連記述あり

（具体的施策の記載あり）

生物多様性の関連記述あり

（具体的施策の記載なし）

生物多様性の関連記述なし

緑の基本計画の活用状況（複数回答）

ポイント 

 緑の基本計画に生物多様性確保に係る具体的記載がある場合は、生物多様

性の確保に関する具体的な取組が実施されている割合が高く、より実現性

の高い施策の執行が進められている傾向があります 
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7. 本章のまとめ 

本章では、地方公共団体における都市の生物多様性確保の重要性と現状を説明しま

した。 

生物多様性は、人類が受けるさまざまな自然からの恩恵の基盤となっており、都市

においても生物の生息・生育空間となる緑地等を確保することは重要であり、そのた

めには都市住民の理解促進も必要です。 

生物多様性を確保することは、国際的な注目を集めているほか、生物多様性確保の

状況に応じた地方公共団体のランキングの公表は、各種メディアに取り上げられ大き

く注目されていますが、具体的な取組は地域毎の特徴を踏まえ、地方公共団体による

主体的な取組みが重要となります。 

都市の生物多様性の確保のためには、計画的に生物の生息・生育環境となる緑地等

の創出、保全、再生及びネットワーク化を進めていくことが有効であり、地方公共団

体の緑地保全や緑化推進に関する取組が重要であることから、地方公共団体の緑地政

策を所管する部局の関与が必要になります。このため、地方公共団体においては、緑

の基本計画に生物多様性の観点を加えることで、地域の生物多様性確保の取組を計画

的・体系的に推進することができます。 

国土交通省では、地方公共団体の取組を推進するために、平成23年に都市緑地法運

用指針を改正し、その参考資料として、「緑の基本計画における生物多様性の確保に

関する技術的配慮事項」を公表しました。さらに、地方公共団体が自らの都市の生物

多様性の状況を把握し、施策立案や実施、目標設定に活用できるツールとして「都市

の生物多様性指標」を策定し、公表しています。 

このような背景を踏まえ、近年、地方公共団体では、緑の基本計画において生物多

様性への配慮がなされるようになってきています。一方、策定されている緑の基本計

画の総数を考えると、生物多様性の重要性が強く認識される以前に策定された計画が

大宗を占めており、生物多様性への配慮は十分とはいえません。緑の基本計画に生物

多様性の確保に関する具体的な記載がある方が、生物多様性確保の取組の進捗管理が

進んでいる傾向にあることからも、今後、緑の基本計画が策定・改定される際には、

より生物多様性に関する具体的施策について記載することが望まれます。 

次章では、緑の基本計画を策定・改定する際に、生物多様性の確保を図るために、

具体的にどのように取り組むためのポイントを説明します。 
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III．生物多様性に配慮した緑の基本計画のつくり方 

本章では、実際に緑の基本計画を策定・改定していく際に、どのような点に注意を

行って生物多様性に配慮すれば良いか、具体的な方法をご説明します。 

構成は、以下に示すように、緑の基本計画の一般的な記載内容に沿うほか、計画の

策定方針の考え方についても解説します。 

 

図表 10 本章の説明のステップ 

  

  

緑の基本計画

1. 策定方針の決定

2. 現況調査

3. 現状分析と課題

4. 基本理念・基本方針

5. 施策体系

6. 緑地の配置方針

7. 施策

8. 進捗管理

→16ページ

→21ページ

→28ページ

→32ページ

→35ページ

→38ページ

→45ページ

→52ページ
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1. 策定方針の決定 

緑の基本計画の策定・改定に取り掛かる前に、策定・改定の方針を決定する必要が

あります。具体的には、以下のように「誰と」、「どこで」、「どのような」計画を

策定・改定していくかを決定する必要があります。 

誰と  関連部局等の整理が必要 

どこで 
 計画を審議する場の設定（審議会等） 

 有識者や市民団体の意見反映も重要 

どのような 
 緑の基本計画の位置づけ 

（関連計画との兼ね合い） 

 

（１） 「誰と」：関連部局の確認 

生物多様性を所管する部署は地方公共団体ごとにさまざまです。環境担当部局や公

園緑地担当部局、生活担当部局などが主管する場合が多いようです。 

まずは庁内において、生物多様性の政策推進を主管する部局のほか、それ以外の関

わりのある部局の把握を行いましょう。 

また、主担当部局において、生物多様性確保に向けてどのような方針で施策が展開

されているかの把握を行いましょう。 

 

 

（２） 「どこで」：計画を検討する場の設定（審議会等） 

多くの地方公共団体では、審議会等により計画案を検討するのが一般的と思われま

すが、生物多様性への配慮の観点からもその構成員を吟味することは有効と考えられ

ます。 

専門的知見を持った専門家として、地域の生態系を良く知る近隣の大学や研究機関

の研究者、博物館の職員（研究員、学芸員等）などを確認しておきましょう。そのよ

うな専門家を審議会構成員としない場合でも、適宜アドバイスを受けられる関係であ

ればより良く生物多様性への配慮ができるようになることが期待されます。 

また、生物多様性確保のために目指すべき方向性を考える上で、市民の意見を把握

することも重要です。市民団体や一般市民を審議会の構成員にすることが考えられる

ほか、市民アンケート調査や、ワークショップ等での意見抽出が有効と考えられます。

しかし、計画策定・改定のために新たに市民アンケートを実施するのは大変な場合も

あるかもしれません。その場合は、他部局のものも含め、近年に実施されたアンケー

トの調査結果のうち活用できるものがないか検討することが望ましいです。庁内に活

ポイント 

 生物多様性政策に関わる部局を確認しましょう 

 主担当部局の取組方針を把握しましょう 



17 

 

用できる調査結果がない場合でも、都道府県で取られたアンケート調査などが参考に

できる場合もあるでしょう。加えて、計画の素案作成後には、パブリックコメントを

実施することも有効です。 

 施策展開にあたって市民や市民団体は活動に深く関わることもあるため、計画策定

時点から連携をすることが、結果として政策の効果を高めることになると考えられま

す。 

 

 

（３） 「どのような」：緑の基本計画の位置づけ 

緑の基本計画を策定する際は、環境基本計画、景観計画、都市計画に関する基本方

針、近郊緑地保全計画等、緑地保全計画等と調和・適合することとされています。ま

た、道路や河川等の都市公園以外の公共施設の緑が都市の骨格的な緑として大きな役

割を果たすことも多いため、これらの計画等を所管する部局とも調整が必要です。 

特に、生物多様性基本法に基づく『生物多様性地域戦略』は、生物多様性分野につ

いて各政策分野を横断する戦略であるため、生物多様性の確保の観点から、緑の基本

計画に緑地の保全及び緑化の推進に関する事項を定めようとする場合は、特に緑の基

本計画との連携については留意することが望ましいとされています（都市緑地法運用

指針参照）。また、東京都羽村市、神奈川県相模原市のように策定した緑の基本計画

を生物多様性地域戦略としても位置づけ、実質的に一本化することも一つの方法です。 

また、庁内だけではなく、都道府県の生物多様性地域戦略等と連携した緑の基本計

画の策定が必要です。 

 

 

 

 

ポイント 

 相談可能な専門家を確認しましょう 

 市民の意見も汲み取れる体制とするとなお良いでしょう 

指標７を高めるポイント：計画の策定・推進にあたっての住民等の参画 

都市の生物多様性指標（簡易版）のうち、指標７では、「行政計画への

住民等の参加状況（生物多様性の確保に関する都市の行政計画における住

民・企業等の参加の状況）」を評価しています。 

計画の策定・公表、また計画の実施・点検・評価にあたって、住民等の

参加を促すことは、指標値を高めることに繋がります。 

（詳しくは97ページを参照） 
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生物多様性地域戦略との連携（都市緑地法運用指針より） 

 

（出所）国土交通省「都市緑地法運用指針」 

http://www.mlit.go.jp/crd/park/joho/houritsu/pdf/H250401toshiryokuchi-shishin.pdf 

 

 

 

  

４ 緑地の保全及び緑化の推進に関する基本計画（緑の基本計画） 

（10）基本計画策定の際の留意事項 

⑥生物多様性基本法（平成 20 年法律第 58 号）第１３条第１項に基づく都道府

県又は市町村の区域内における生物の多様性の保全及び持続可能な利用に

関する基本的な計画（以下「生物多様性地域戦略」という。）が定められて

いる市町村又は生物多様性地域戦略を定めようとする市町村が、生物多様性

の確保の観点から、基本計画（緑の基本計画）に緑地の保全及び緑化の推進

に関する事項を定めようとする場合には、生物多様性地域戦略に留意し、生

物多様性の確保が効果的かつ効率的に推進されるよう配慮することが望ま

しい。 

ポイント 

 関連計画を踏まえ、緑の基本計画の位置づけを考えましょう 

 特に、生物多様性地域戦略との連携については留意が必要です 

 都道府県の生物多様性地域戦略等との連携が必要です 

http://www.mlit.go.jp/crd/park/joho/houritsu/pdf/H250401toshiryokuchi-shishin.pdf
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【事例】 県の生物多様性地域戦略を参照している例 

神奈川県横須賀市では、「横須賀市みどりの基本計画」において、神奈川県の

「神奈川県生物多様性地域戦略（仮称）」を参照し、市が置かれている位置づけ

を広域的な視点からも示しています。 

    
（出所）神奈川県横須賀市「横須賀市みどりの基本計画」 p21 

 

【事例】 緑の基本計画と生物多様性地域戦略を一本化している例 

相模原市では「相模原市水とみどりの基本計画 改訂版」を「生物多様性さが

みはら戦略」と位置づけています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）相模原市「相模原市水とみどりの基本計画」 
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【事例】 緑の基本計画と生物多様性地域戦略を一本化している例 

東京都羽村市では「羽村市環境とみどりの基本計画～環境・みどり・生物多様

性を包括的に進める はむらプラン～」にて、環境基本計画、緑の基本計画、生物

多様性地域戦略を融合させています。 

 

（出所）東京都羽村市「羽村市環境とみどりの基本計画」 
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2. 現況調査 

（１） 調査項目 

都市の生物多様性の確保を進めるために、現在の生物多様性の状況を把握すること

は、目標設定や、今後の施策の方向性を決めるために重要となります。 

自然的条件 

緑の基本計画では、気象、地勢、緑地等の地域の自然的状況を整理しますが、その

際に、生態系や生物多様性の観点からも現状を整理し記載を行いましょう。例えば、

以下のような内容を整理して記載することが考えられます。 

 緑地の状況 

 地域に生息する生物種のリスト 

 地域に生息する特有な生物種 

 生物種の地理的分布 

 観測された生物数とその推移 

 レッドリストに選定されている生物種 

 外来種の生息状況 

 

社会的条件 

エコロジカルネットワークをつくり出すことを念頭に、社会的な条件の現況を把握

に努めましょう。例えば、以下について整理して計画に記載することが考えられます。 

 生態系や動植物種等を保護するための法令の規制等 

 エコロジカルネットワークの形成に関連する計画等 

（例：都市計画マスタープラン、公共施設の再配置、立地適正化計画等） 

 

 

また、法令上同等の位置づけの緑地等であっても、実際の地域での活用のされ方は

それぞれ異なります。住民等が当該緑地をどのように利用しているのかという点につ

いても、検討することが考えられるでしょう。 

例） 

 区域内への立ち入り可否 

 地域のシンボル／市民の愛着／歴史的経緯 

 利用者数／訪問者数  

指標２を高めるポイント：法令等に基づく緑地の確保 

都市の生物多様性指標（簡易版）のうち、指標２では、「法令等に基づき

確保されている緑地等の状況（都市における生物多様性確保のポテンシャル

を有する、法令等に基づく継続性のある緑地等の割合）」を評価します。 

対象区域において、法令等に基づき確保されている緑地等の面積（の割合）

が高いほど、評価が高くなります。 

（詳しくは87-88ページを参照） 
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（２） 調査方法 

自然的条件に関する調査 

まずは、既存の調査結果が利用可能であるか確認し、積極的に活用しましょう。

他部局や都道府県、大学、博物館、市民団体が独自に調査した結果を使用するこ

とも良いでしょう。 

 

 

【事例】 市民団体等による調査データを活用している例 

埼玉県朝霞市「みどりの基本計画」では、生物の生息範囲を整理する上で、自

市による既存の調査結果に加えて、市民団体による調査結果も活用しています。 

 

（出所）埼玉県朝霞市「みどりの基本計画」（p8） 

 

 

 

  

ポイント 

 環境部局の調査結果を確認しましょう 

 緑地部局に限らず、市民団体等の他主体による既存調査結果があれば

積極的に活用しましょう 

既存の調査や市民団体

による調査を活用 
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計画策定・改定に際して新たに調査を実施する際にも、生物多様性に関わる自

然的条件を把握するさまざまな手法があることに留意し、適切な方法を選択しま

しょう。近年、技術の進歩等により、これまでよりも効率的な調査方法が、より

安価に利用可能になってきています。必要に応じてそのような手法についても検

討しましょう。 

 

 マクロ調査 

ここでは、広域にわたって自然的条件について概況を調査する手法をマクロ調

査としています。以下のような手法を利用することができます。 

 

 GIS 

都市の生物多様性を確保するためには、エコロジカルネットワークを構築する

ことが重要です。そのために、緑地の分布を地図上で把握することは極めて重要

になります。 

国土数値情報等の統計情報を利用して、地域内の緑地を２次元的に示すことは、

多くの緑の基本計画において一般的になされているものですが、生物多様性の観

点からも重要です。さらに、都市の生物多様性指標（簡易版）の算出に用いられ

る定義（以下参照）に従って、エコロジカルネットワークの現況を把握すること

も考えられます。 

 

 

 

 航空写真 

航空写真を活用して、緑の現況の把握を行うことも考えられます。 

  

エコロジカルネットワークの現況の把握 

日本全国でみられ都市でも生息が可能なコゲラを評価指標として、その生

息地又は生育地となるポテンシャルを有する連続性のある緑地等から構成さ

れるエコロジカルネットワークの形成の状況を評価します。 

 

算定方針 

・15 ha 以上の一体となった森林が分布するか否かを確認 

 （→存在しない場合）評価対象外とする 

 （→存在する場合）エコロジカルネットワークの拠点が存在すると評価 

GIS データ上で森林と認識される区画（森林メッシュ）を対象として、それ

ぞれの森林メッシュから半径 250m 以内の森林メッシュを連続性のある緑

地とみなします 

（計算式等詳細は、88-89 ページを参照） 
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 ミクロ調査 

ここでは、ある特定の地域・範囲において、自然的条件を詳細に調査する手法

をミクロ調査としています。以下のような手法を利用することができます。 

 

 生物モニタリング調査 

ある特定の地域に、どのような生物種が、どれだけの個体数で生息しているか

を調査します。継続的な調査が行えるように、調査場所、調査方法、調査対象と

なる動植物をあらかじめ決めておくことで、経年変化を把握しやすくなり、政策

の進捗管理に役立てられます。 

調査の実施にあたっては、専門性を持った研究機関や学識経験者、市民団体と

の協働等も有効です。特に、市民団体との連携については、積極的に取組を行っ

ている地方公共団体もみられます（事例参照）。まずは地域内の市民団体につい

て、活動内容を調べてみましょう。その際、庁内の市民活動を所管している部局

（市民課、地域課等）がその活動を把握している場合があるため、確認をするこ

とをおすすめします。また、博物館が市民団体の活動情報が把握しているケース

もあります。市民や学生と協働した調査を行う場合には、調査自体を普及啓発や

環境教育等の手段とすることも有効です。 

 

 ドローン 【発展】 

近年は、ドローンを用いた空中撮影により、植生図作成等が行われるようにな

ってきています。ドローンを用いた生物調査においては、撮影画像（動画・静止

画）による生物の確認や、赤外線サーモカメラを組み合わせ熱赤外線画像にて個

体を確認することなどが実施されています。 

 

 環境 DNA 【発展】 

海水や河川水を採取し、水中に存在する生物由来の DNA を分析する技術で、こ

れにより、海や川などに生息する生物種を把握することができます。従来のよう

に生物自体を補足する必要がないため極めて効率的な方法と期待されています。 

  

指標４を高めるポイント：生物調査の定期的な実施 

都市の生物多様性指標（簡易版）のうち、指標４では「動植物の状況（都

市に生息・生育する動植物種数に関する調査の実施状況）」を評価します。 

生物調査が「定期的に」「調査場所と調査対象種の固定して」実施され、

「調査方法の記録・保存」がなされていることが、指標値を高めることに

なります。     （詳しくは 91-92 ページを参照） 

ポイント 

 新規に調査を行う場合、さまざまな特性を持つ調査手法があることを

理解し、適切な手法を選択しましょう 

 新たな技術を利用することで、従来より安価かつ効率的に調査ができ

る場合もあります 
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【事例】 市民と連携した生物調査を実施している例① 

神奈川県藤沢市では、自然・生き物の実態を調査する「藤沢市自然環境実態調

査」をこれまでに実施しています。第１回目は平成 10～13 年度、第 2 回目は平成

23～25 年度に、市内の主な緑地等を対象として調査が行われ、特に第 2 回目では、

市民、大学、団体が主体となって調査が行われました。 

 

（出所）神奈川県藤沢市「藤沢市の自然環境 調査結果の概要  

平成 23 年度～平成 25 年度 藤沢市自然環境実態調査」（p5） 

 

【事例】 市民と連携した生物調査を実施している例② 

神奈川県茅ケ崎市では、「茅ヶ崎市自然環境評価調査」が実施されており、第

１回目が平成 15～17 年度、第２回目が平成 23 年度に実施されました。また、平

成 30 年 3 月現在、第３回目の調査が実施中です。本生物調査では、市民の強い参

画が見られ、調査実施だけでなく、調査区域の区分や指標種の選定などの計画立

案段階にも関わっている特徴があります。 

（参考）浜口哲一ら「茅ヶ崎市における指標種を用いた市民参画による環境評価調査」 

（保全生態学研究 15 巻:297-307(平成 22 年)） 
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社会的条件に関する調査 

 法令で守られた緑地等の把握 

以下に示すような法令で確保されている緑地等は、担保性が高いため生物多様

性の確保の観点からも重要です。対象区域内にどのような緑地が存在するか、整

理を行いましょう。また、地図上でこれらをマッピングし、その配置を確かめる

ことも、エコロジカルネットワークの形成に向けて重要となります。 

 
 

 エコロジカルネットワークの形成に関する計画等の把握 

以下に示すような計画等は、エコロジカルネットワークの形成に関わりうるも

のです。これらの把握に努め、エコロジカルネットワークの形成に向けて、緑地

創出の機会を増やすとともに、現在存在する緑地の喪失を防ぐ取組が大切です。 

 
 

 緑地等の活用状況の把握 

緑地ごとに地域での活用のされ方は異なります。例えば、以下のような把握の

しかたが考えられるでしょう。活用状況を把握することで、課題の整理において

優先度の高い緑地を選定することや、保全のために取るべき方針が変わる可能性

があります。 

 例） 

 市民団体等が生物多様性に関する取組を行っているか。 

 緑地が一般に公開されているか、利用者数はどの程度か。 

 地域のシンボルとなっているか／市民が愛着を感じているか  

法令等に基づき確保されている緑地等 

• 風致地区（都市計画法） 

• 特別緑地保全地区（都市緑地法） 

• 市民緑地（都市緑地法） 

• 緑地協定（都市緑地法） 

• 都市公園（都市公園法） 

• 保存樹木・保存樹林（樹木保存法） 

• 市民農園（市民農園促進法） 

• 生産緑地地区（生産緑地法） 

• 歴史的風土保存区域（古都保存法） 

• 歴史的風土特別保存地区（古都保存法・明日香法） 

• 近郊緑地保全区域（首都圏・近畿圏近郊緑地保全法） 

• 近郊緑地特別保全地区（首都圏・近畿圏近郊緑地保全法） 

エコロジカルネットワークの形成に関する計画等 

• 都市計画マスタープランの内容 

（目指すべき都市像、都市構造の目標 等） 

• 立地適正化計画 

（将来の都市構造、公共施設再編施策 等） 

• 公共施設再配置計画 

（公共施設集約、廃止の計画 等） 
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【事例】 法令で定めた緑地について趣旨と域内の対象地を解説 

埼玉県朝霞市「みどりの基本計画」では、社会的条件の整理として、緑地に関わる制

度について、その趣旨と市内における対象地域、延べ面積を記載しています。 

（出所）埼玉県朝霞市「みどりの基本計画」（平成 28 年） p17,19 

 

 

  

制度ごとに、その趣旨

と市内における対象地

域、延べ面積を記載 
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3. 現況分析と課題 

（１） 計画に記載する内容 

現況調査の結果を踏まえて、その分析・評価を行いましょう。自然的条件と社会的

条件の両方の視点から、総合的な評価を行うことで、地域ごとに固有の課題を見出し、

目標を設定するための土台となります。 

 

 

 

（２） 計画への記載のしかた 

 自然的条件についての分析・評価 

対象区域内の緑地について地形、水系、植生等の特性、生息・生育する動植物

の特性等を考慮しましょう。 

続いて各緑地について自然性、希少性、多様性の観点からその重要度を評価し

ましょう。 

例えば埼玉県朝霞市では、動植物の生息・生育空間となる緑と水辺を、“特に

重要”、“重要”、“標準的“の３段階に分けて整理しています。 

 

【事例】 自然的条件についての分析・評価を行っている例 

埼玉県朝霞市「みどりの基本計画」では、緑地の形態の重要度を、自然性や地理

的状況から分類し、地図上で示しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）埼玉県朝霞市「みどりの基本計画」（平成 28 年） p24-25 

自然的条件に関する分析・評価

社会的条件に関する分析・評価

総合評価・課題の整理
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 社会的条件についての分析・評価 

緑地について社会的特性から類型化し、それぞれについて将来的な変化を予測

し、その担保性を評価しましょう。 

例えば、以下のように担保性を評価することなどが考えられます。 

 

担保性 内容 

高 法律に基づき確保される緑地 

↑ 条例に基づき確保される緑地 

 公共的施設の緑地 

↓ 再開発事業等によって形成される緑地 

低 住宅等の民有地緑地 

 

また、エコロジカルネットワークの形成に関する計画等の調査結果を踏まえ、

将来的に緑地のつながりがどのように変わりうるかを地図上で把握しておくこと

は、緑地の配置方針を検討する上でも大切な視点となります。 

 

 総合評価と課題の整理  

自然的条件と社会的条件の評価結果をもとに、動植物の生息地となる緑地の類

型について、その重要度と担保性の観点から総合的に評価しましょう。 

 

【発展】 

拠点となるような緑地の特徴を把握することや、対策が必要なエリアにおける

確保すべき緑地の量、質、配置等に関する課題を整理しましょう。 
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【事例】 総合評価の例 

埼玉県朝霞市「みどりの基本計画」では、自然的条件による類型と、社会的条件

の類型でクロスを取り、緑地の類型を詳細に整理し、地図上にもマッピングしてい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）埼玉県朝霞市「みどりの基本計画」（平成 28 年） p26-27 
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【事例】 動植物の生息地となる緑地を分析・評価している例 

東京都目黒区「みどりの基本計画」では、対象区域内の緑地について、調査結

果をもとに、主要な緑地ごとに分析結果を示しています。 

 
（出所）東京都目黒区「みどりの基本計画」（平成 28 年） p25 

 

 

 

  

主要な緑地ごとに、

分析結果を表記 
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4. 基本理念・基本方針 

（１） 計画に記載する内容 

緑の基本計画全体の基本理念や、全体の方向性となる基本方針等に生物多様性の概

念を組み込み、緑の基本計画全体の目標として生物多様性への配慮が浸透するように

しましょう。具体的には、エコロジカルネットワーク形成による生物多様性の確保に

関する目標や、生態系の持つさまざまな機能・サービス（水質の浄化機能や、緑陰の

形成による暑さ対策など）を意識した目標、市民の理解促進に向けて、動植物とのふ

れあいの場の確保などに関する目標を掲げることが考えられます。 

例えば、基本理念・方針に組み込む内容としては、以下のような事項を記載するこ

とが考えられます。 

 生物多様性の地域における重要性 

 生物多様性に配慮した緑地の保全方針 

 生物多様性保全に係る取組や市民参画に係る方針 

 

また、緑の基本計画では、計画全体の数値目標として「緑被率」などが良く使われ

ますが、それに加え、地域にとって重要な生物種（象徴種）の生息域面積や生息箇所

数などを目標とすることも考えられます。 

 

（２） 計画への記載のしかた 

 

 基本理念、基本方針、全体の数値目標における生物多様性への言及 

計画全体に生物多様性への配慮が浸透するように、基本理念や基本方針、全体

の数値目標で生物多様性の保全や活用に言及しましょう。 

 

 

 

 

  

ポイント 

 生物多様性を保全することの重要性を確認し、基本理念に明記しまし

ょう 

 計画全体に係る基本方針のなかにも生物多様性の保全や活用を位置づ

けましょう 

 地域において重要視されている生態系や生物種の存在や、生物多様性

と地域文化との関わりを確認し、数値目標として設定できないか検討

しましょう 
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【事例】 生物多様性の保全や活用を計画の基本理念、基本方針に組み込んでいる例 

東京都多摩市のみどりの基本計画では、生物多様性への配慮や生物多様性のもたらす

生態系サービスの活用などが計画全体の目標に組み込まれています。 

 

（出所）東京都多摩市「みどりの基本計画」（平成 26 年） p34 

 

基本理念に相当す

る箇所において生

物多様性への配慮

について言及され

ています 

基本方針に相当

する箇所のなか

で、生物多様性

に配慮した緑地

保全等について

言及されていま

す 
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5. 施策体系 

（１） 記載する事項 

生物多様性を施策体系のなかに位置づけ、生物多様性の保全や活用に関する施策が

計画に組み込まれるようにしましょう。生物多様性の確保には、単に生物を守るとい

うことに加え、生態系の持つさまざまな機能の発揮もあります。そのため、生物多様

性を一つの大項目としてまとめるよりも、施策体系のなかで分野横断的に生物多様性

の保全や機能発揮ができるように施策を記載しましょう。 

 

例えば、以下のような内容を整理して記載することが考えられます。 

 施策の柱 

 基本施策（方向性） 

 個別の施策の一覧 

*東京都目黒区の事例（35ページ）を参照 

 

（２） 記載する際の留意点 

 

 生物多様性に関する施策構成の整理 

緑の基本計画における施策の構成を整理し、「公園の整備」や「緑地保全」、「文

化・学習」、「緑地のネットワーク形成」などさまざまな分野において、生物多様

性に関する施策を横断的に組み込みましょう。 

 

  

ポイント 

 施策体系の柱毎に、生物多様性の保全や活用に関してどのような施策が考

えられるか検討しましょう 

 生物多様性を確保することはレクリエーションや学習の機会の提供、防災

機能など多様な機能をもち、様々な恩恵をもたらすことから、生物多様性

に関する施策を「生物の保護・保全」という狭い概念にとどめず、その活

用にも着目した施策を整理しましょう 

 生物多様性関連の施策をひとつの分類としてまとめるのではなく、できる

だけ多くの分野に幅広く組み込むようにしましょう 
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【事例】 体系のなかで生物多様性に関する配慮を横断的に位置づけている例① 

東京都目黒区の緑の基本計画では、生物多様性への配慮が体系のなかで横断的

に組み込まれています。 

 

（出所）東京都目黒区「みどりの基本計画」（平成 28 年） p56 

  

生物多様性に関

する施策が横断

的に組み込まれ

ています。また、

各施策の内容を

確認すると、より

多くの項目に生

物多様性への配

慮が組み込まれ

ています 
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6. 緑地の配置方針 

（１） 計画に記載する内容 

都市において生物多様性を確保するには、緑地の質の向上に加え、動植物が生息・

生育するために必要な空間的広がりやつながりを確保する必要があります。エコロジ

カルネットワークの形成を促すことで、動植物種の円滑な移動や個体（群）間の交流

の機会を積極的に確保することができます。緑の基本計画において、保全・再生・創

出する必要がある緑地の量、質、配置等について検討し、エコロジカルネットワーク

の形成方針を設定するとともに、生物多様性確保のための緑地の配置方針を考えまし

ょう。この場合、都市のエコロジカルネットワークの構成要素となる中核地区、拠点

地区、回廊地区及び緩衝地区の配置について検討することが重要です。 

 

例えば、以下のような内容を整理して記載することが考えられます。 

 中核地区、拠点地区、回廊地区、緩衝地区となる緑地の概説を含む配置方針 

 中核地区、拠点地区、回廊地区、緩衝地区の形成する緑の回廊のマップ 

 

図表 11 エコロジカルネットワークの形成（再掲） 

 

 （出所）国土交通省資料  

緩衝地区
中核地区、拠点地区、回廊地区に隣接して
存在し、これらの地区が安定して存続する
ために必要な緑地を含む緩衝地帯

中核地区
都市の郊外に存在し、他の
地域への動植物種の供給等
に資する核となる緑地

拠点地区
市街地に存在し動植物種の分布域の
拡大等に資する拠点となる緑地

回廊地区
中核地区と拠点地区を結び動植物種の
移動空間となる河川や緑道等の緑地
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（２） 計画への記載のしかた 

 

 中核地区の選定 

都市の郊外にある自然度の高い緑地や地域にとって重要・希少な生物の生息

地・生育地となっている緑地、広い面積を有する緑地等を中核地区として選定し

ましょう。 

 

 

 拠点地区の選定 

市街地において生物が生息・生育できる環境を確保し、エコロジカルネットワ

ークの拠点となる比較的大規模な緑地を拠点地区として選定しましょう。 

 

 

 回廊地区の選定 

中核地区と拠点地区間を結び、動植物が移動できるような緑地を回廊地区とし

て選定しましょう。 

 

 

 

 

 

 

 

ポイント 

 希少な生物の生息地・生育地となっている緑地を選びましょう。 

 市町村を代表するような緑地を選びましょう 

 市町村区域において、動植物種が多く生息・生育している緑地を選択しま

しょう 

 

ポイント 

 目標種などが生息・生育する上で良好な環境を持つ緑地を選びましょう。 

 一定程度の面積を持った公園など、十分な緑地を確保できる場所を選びま

しょう 

 人と生物のふれあいの場としてのポテンシャルを考慮しましょう 

ポイント 

 河川や緑道など、線的な特徴を持った緑地を選定対象として検討しましょ

う。街路樹も昆虫や鳥類にとっては回廊となりえます 

 中核地区と拠点地区間を結ぶような位置関係になるように配置しましょ

う 

 飛び石状に配置される小規模緑地（小規模な公園など）も昆虫や鳥類など

にとって重要な移動経路になりますので、回廊となりうるか検討しましょ

う 
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 緩衝地区の選定 

中核地区、拠点地区、回廊地区が安定して存在できるように、当該地区の周り

に外部からの影響の緩衝帯となるような緑地を確保しましょう。 

 

 

 

 周辺の地方公共団体と協力したネットワークの構築の検討 

生物多様性に関する施策は、広域にわたる必要がある場合があります。その場合

は、できるだけ周辺の地方公共団体と協働で施策に取り組めるようにしましょう

（東京都港区の事例参照）。 

 

 

 

 

 

  

ポイント 

 中核地区や拠点地区、回廊地区において、外部からの影響を受けやすい場

所を特定し、当該箇所の影響を緩和できるような緑地の配置を考えましょ

う 

 

ポイント 

 周辺の地方公共団体とネットワークに関する情報を共有し、より広域な

ネットワークの構築を進められるようにしましょう 

 広域のネットワークの構築に関しては、都道府県や首都圏、関西圏など

の計画を参考にすることも考えられます 

 

指標３を高めるポイント：エコロジカルネットワークの構築 

都市の生物多様性指標（簡易版）のうち、指標３では「緑地等の現況 都

市におけるエコロジカルネットワークの状況」を評価します。 

指標３の指標値がつく（0 点にならない）ためには、国土数値情報の土地

利用細分メッシュデータにおいて、「15ha 以上の一体となった森林」があ

る必要があります。その上で、1ha（100m×100m）※の面積を持つ森林メッ

シュから半径 250m 以内に森林メッシュが存在すると、「連続性のある緑地」

とみなされ、指標値が上がります。 

（詳しくは 89-90 ページを参照） 

 

※1ha のメッシュが森林とみなされるためには、メッシュ内において最も優
占している属性が「森林」である必要があります。そのため、5000m2以上の森
林がメッシュ内にあれば確実に「森林」とみなされます。また、1ha の同一メ
ッシュ内に複数の属性が入り込んでいる場合も多いため、5000m2以下の森林で
あっても、他に優占する属性がなければ「森林」とみなされます。 
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【事例】 中核地区、拠点地区、回廊地区を具体的にどこに設定しているか明示している例 

北海道恵庭市の緑の基本計画では、どの場所をエコロジカルネットワークの中核地区、

拠点地区、回廊地区、緩衝地区とするか具体的に示しています。 

 

    

（出所）北海道恵庭市「緑の基本計画」（平成 25 年） p24 
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【事例】 エコロジカルネットワークを生物多様性の観点から説明・マップ化している例 

北海道江別市の緑の基本計画では、緑地を生物多様性の観点から「コアエリア」（中

核地区・拠点地区）、「コリドー」（回廊地区）、「バッファゾーン」（緩衝地区）に

分類し、マップにしています。 

 

 

（出所）北海道江別市「緑の基本計画」（平成 26 年） p45-46 
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【事例】 エコロジカルネットワークの観点から行政区域を越えて配置を検討している例 

東京都港区の生物多様性緑化ガイドでは、エコロジカルネットワークの観点から周

辺の区（千代田区や渋谷区、新宿区など）に存在する緑地も考慮した緑地の配置方針

を提示しています。 

 

（出所）東京都港区「生物多様性緑化ガイド」（平成 28 年） p8 
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【事例】 周辺自治体と連携して水と緑のネットワークの設置に取り組んでいる例 

東京都多摩市のみどりの基本計画では、周辺自治体と連携し、広域的な緑地ネット

ワークの構築に取り組んでいます。 

 

（出所）東京都多摩市「みどりの基本計画」（平成 24 年） p61 
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7. 施策 

（１） 計画に記載する内容の検討 

計画の基本方針を踏まえつつ、生物多様性保全の観点から目標を達成するために必

要な施策を検討・整理し、記載しましょう。さまざまな分野の施策において、生物多

様性への配慮する取組を組み込むことが重要です。また、動植物や緑地の保全だけで

なく、生態系が豊かな緑地の機能を活用するための施策も検討しましょう。実効性を

高める上では、法令などに基づく緑地の保全を検討することも有効です。 

一般的には、緑地の創出や保全、活用などの基本方針のもとに個別の施策が位置づ

けられます。例えば、以下のような生物多様性の確保に関する施策を整理して記載す

ることが考えられます。 

 緑地の保全に関する施策 

（特別緑地保全地区等の指定といった法制度の活用、ホタルやハリヨなどの希

少生物の保全と併せた河川の資源環境の保全など） 

 緑地の創出に係る施策 

（在来種に配慮した公共施設の緑化、生き物の移動経路を意識した緑道の設置

など） 

 緑地の活用に関する施策 

（緑地の遊歩道としての利用、自然観察ができる緑地の観光資源としての利用

など） 

 緑地の普及啓発に関する施策 

（生物多様性に親しむイベントの実施、生物調査の実施など） 

 

 

 

 

（２） 計画に記載する際のポイント 

 施策内容の把握・検討 

基本方針や個別の目標を踏まえ、各施策体系のなかで生物多様性の確保に関す

る施策を検討しましょう。 

指標１と指標５を高めるポイント：緑地の創出 

都市の生物多様性指標（簡易版）のうち、指標１では「緑地等の現況」を、

指標５では「生態系サービスの状況」を評価します。 

指標１では、森林や農地、荒地、河川地や湖などの「動植物の生息地又は

生育地としてのポテンシャルを有する緑地等」の面積が増えると指標が高く

なります。また、指標５では、同様に森林や農地などの「浸透可能なポテン

シャルを有する土地」の面積や、森林の樹冠被覆面積、樹林地面積が増える

と指標値が高まります。そのため、どちらの指標も緑地の創出に係る施策を

実施すると、指標値を高めることにつながります。 

（詳しくは 83、90-91 ページを参照） 
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 施策の実施体制の確認 

施策を展開する上で、誰が主体となって実行するのかを明確にしましょう。 

生物多様性に関する施策は、複数の部署の管轄に関係する場合が多いので、必

要に応じて横断的な体制で取り組めるようにしましょう。 

 

 

 

 

  

ポイント 

 実効性を高めるために、各種法制度などで利用可能なものがないか確認

しましょう 

 単純に緑地や生物が増えることだけでなく、それらの提供する「生態系

サービス」を向上させる施策にも着目しましょう 

 生物多様性は一度失われると復元が難しいため、緊急性や重要性の高い

緑地の保全に関しては、重点施策として取り組むことを検討しましょう。 

 大規模な緑地を含む生態系を新たに創出することは簡単ではありませ

ん。そのため、まずは生物多様性の観点から既存の緑地や水辺環境を保

全することなどを考えてみましょう 

 従来から緑の基本計画において位置づけている施策についても、生物多

様性の保全に寄与しているものがあれば、生物多様性の視点から進捗管

理を行いましょう 

ポイント 

 施策毎にできるだけ主担当部局を明確にしましょう。また、必要に応じて

横断的な体制で施策に取り組めるようにしましょう 

 NPOや市民、民間企業など、多様な主体を想定し、施策を実施する主体を

明確にしましょう 

 公共施設だけでなく、民有地も施策の対象として検討を行いましょう 

 他部局の関連事業についても確認し、連携を図りながら検討を進めましょ

う 

指標６を高めるポイント：計画への生物多様性配慮施策の位置づけ 

都市の生物多様性指標（簡易版）のうち、指標６では「行政の生物多様性

取組状況」特に行政計画における生物多様性の確保への配慮の状況を評価し

ます。 

「現況調査及び分析・評価」「目標、緑地の配置方針、施策の立案」「計

画の実施・点検・評価」という３つの大項目のもとに 14 の項目が設定され

ており、生物多様性への配慮や保全への取組について、計画にわかりやすく

明記することが指標６の値を高めることにつながります。 

（詳しくは 92-93 ページを参照） 
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【事例】 方針（柱）毎の生物多様性に関する施策の例 

都市の緑地等における生物多様性保全に関する施策の例について、例えば以下のような

事例が挙げられます。 

 

方針 施策 施策例 

緑地の保
全 

公園における
生物多様性保
全 

公園・緑地の維持管理における生物への配慮（東京都港区） 
樹林の階層構造を保全するなど、生物多様性に配慮した公園・

緑地の管理を実施しています（48 ページ参照） 

既存制度を利
用した生物多
様性保全 

さまざまな制度を利用した民有林の保全（東京都多摩市） 
市民緑地制度や緑地協定制度、各種補助制度を利用して民有林

の保全を推進しています（49 ページ参照） 

緑地の創
出 

 
 

 

生物多様性に
配慮した大規
模な森づくり 

 
 

尼崎の森中央緑地（兵庫県尼崎市） 

臨海部の工場跡地において、周辺地域から集めた種子から育て
た苗木を使った森づくりが行われています 

 

緑地の活
用 

 

自然観察セン
ターにおける
自然体験 

 

横浜自然観察の森（横浜市） 
市から委託を受けた公益財

団法人日本野鳥の会のレンジ
ャーにより、自然観察センター
における展示や自然体験行事
が実施されています 

 
 

緑地の普
及啓発 

市民と連携し
た生物調査 

藤沢市自然環境実態調査（神奈川県藤沢市） 
神奈川県藤沢市では、市民や大学などが主体となって生物調査

を実施しています（25 ページ参照） 

茅ヶ崎市自然環境評価調査（神奈川県茅ヶ崎市） 
神奈川県茅ヶ崎市では、調査区域や指標種の選定から市民が関

わり、生物調査を実施しています（25 ページ参照） 

（出所）国土交通省「都市の緑地等における生物多様性保全の取組事例」（平成 26 年）など参照 
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【事例】 公園管理に生き物の視点を組み込んでいる例 

東京都港区の緑と水の総合計画では、公園などの維持管理において、従来の管理を見直

し、動植物が生息・生育しやすいような環境を作れるように配慮する方針を打ち出してい

ます。 

 

（出所）東京都港区「緑と水の総合計画」（平成 23 年） p103 
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【事例】 さまざまな制度を利用した民有林の保全例 

東京都多摩市のみどりの基本計画では、さまざまな制度を利用した民有林の保全を推

進しています。 

 

 
（出所）東京都多摩市「みどりの基本計画」（平成 24 年） p53 
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【事例】 各施策について、担当部局を明確にしている例 

埼玉県戸田市の緑の基本計画では、各施策について、担当部局を明確にしています。 

   

 

 

 

 

（出所）埼玉県戸田市「緑の基本計画」（平成 24 年） p38-39 の情報より作成 
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築
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土

地
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所
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市
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備

課

環

境

ク

リ

ー
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課

防
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く

ら

し
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課

経

済

振

興

課

危

機

管

理

防

災

課

教

育

総

務

課

1

環境・生物多様

性に配慮した公

園の維持管理

公園内の緑については、都市環境

や生活環境、生物多様性に配慮

した植栽種の選定及び適切な維

持管理を進めます。

★ ◆ ◆ ○ ○

2

防災機能の向上

を図った公園の

改修と維持管理

延焼遮断機能・避難者保護の緑

地形成などの防災機能の向上を

図った公園内の緑の適切な維持

管理を進めるとともに、防災設備

の充実を図った公園の改修を進め

ます。

◆ ○ ○

3

安全な利用に配

慮した公園の維

持管理

公園をより安全、快適に利用して

もらうため、施設の定期的な点け

にゃ維持管理や防犯性に配慮した

緑の維持管理を進めます。

◆ ○

4
荒川と一体となっ

た緑の整備

荒川河川敷において、自然環境

の保全や水辺と一体的な景観を

図るとともに、親水性に配慮した公

園及びサイクリングロードや散策道

などの連続性のある緑の整備を進

めます。

◆ ◆ ◆ ○

5
戸田ヶ原の自然

再生

彩湖・道満グリーンパークにおいて、

在来植物の植栽等による「戸田ヶ

原」の自然環境の保全と再生を進

めます。

★ ◆ ○ ○ ○ ○ ○

6

河川・水路の環

境に配慮した整

備の推進

河川・水路においては、生物多様

性や親水性に配慮し、河川の自

然環境及び水質の向上を目指し

た護岸整備や水質の浄化を図りま

す。

★ ◆ ◆ ◆ ◆ ○ ○

7 河川の水質管理
今後の河川環境を向上するための

基礎資料となる、河川水質を監

視、測定し、公表します。
◆ ◆ ○ ○ ○

8

首都圏近郊緑地

保全区域の自然

環境の維持・再

生

首都圏近郊緑地保全区域に指

定された区域の自然環境の維持

に努めるとともに、戸田ヶ原自然再

生事業等により自然環境の再生

を進めます。

◆ ◆ ○ ○

9
学校敷地の緑の

質の向上

学校敷地内やその外周部におい

て、児童・生徒や地元住民との連

携による適切な維持管理を推進し

ます。

◆ ◆ ○ ○ ○ ○

10
街路樹・植栽帯

の質の向上

緑の軸の質の向上を図った街路

樹・植栽帯の適切な維持管理を

推進します。
◆ ◆ ○ ○

(1)-③　その他の公共施設の緑の質の向上

番

号

※

重

点

施

策

施策内容施策名

(1)-①　都市公園等の改修・維持管理

(1)-②　水辺環境の保全と向上

施策を取り組むことに

よって実現を図る

計画のサブテーマ

事

業

者

市

民

公

園

緑

地

公

社

市

役割分担

★：「水と緑のネットワーク形成プロジェクト（戸田市地区）行動計画」の行政 

の行動計画との整合を図った重点施策のため、詳細は同行行動計画を参照 

☆：★以外の重点施策 
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8. 進捗管理 

（１） 計画に記載する内容 

計画の進捗を管理するための指標を定め、適切にPDCAを回す体制を検討し、記載し

ましょう。指標を検討する際には、生物多様性の特徴を考慮し、事業実施に対する直

接的な目標となるアウトプット指標と、最終的な成果に関する目標となるアウトカム

指標を検討し、バランスよく組み合わせるようにしましょう。体制に関しては、進捗

管理の「場」、「主体」、「目標」を明示することが重要です。 

また、進捗管理の基準となる指標として、「都市の生物多様性指標（簡易版）」の

評価項目を利用することも考えられます。 

例えば、以下のような項目を指標とすることで、スコアの改善につながります。 

 法令に基づき確保された緑地の増加（指標２のスコアの改善） 

 生物多様性に関する調査の実施・継続（指標４のスコアの改善） 

 生物多様性に関する普及啓発の実施・継続（指標７のスコアの改善） 

 

都市の生物多様性指標（簡易版）は全国の地方公共団体が統一的に適用できるよう

に作成されているため、地域の実情に応じて適宜工夫して活用することも考えられま

す。例えば、都市の生物多様性指標（簡易版）の指標３では、コゲラやニホンリスの

生態に合わせてエコロジカルネットワークの基準（緑地同士の距離と緑地の面積）を

定めていますが、それ以外の地域の象徴的な種などの生態に合わせてその距離や面積

を定めることも可能です。 

 

図表 12 都市の生物多様性指標のスコアを上げるための指標例 

指標 概要 都市の生物多様性指標の指標例 

指標２ 
法令等により確保
されている緑地等
の状況 

 近郊緑地保全区域面積 
 市民緑地面積 
 市民農園面積 

指標３ 
エコロジカルネッ
トワークの状況 

 15ha 以上の一体となった森林の有無 
 連続する（250m 以内）緑地の存在 

指標４ 動植物種の状況 
 生物調査の継続実施の有無 
 生物調査における対象動植物の固定 

指標６ 
行政の生物多様性
取組状況 

 エコロジカルネットワークを形成する緑被地・水面
等の保全・再生・創出に関する施策を 1 つ以上位置
づけている 

指標７ 
行政計画への住民
等の参加状況 

 住民の意見を計画に反映する取組を実施している 
 NPO、企業などの多様な主体と連携し、緑地等の保

全・再生・創出及び管理を行っている 
 住民等との協働による施策の点検・評価結果を計

画・施策に反映している 
 計画に基づき、生物多様性に関する普及啓発の施策

を実施している 
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（２） 計画への記載のしかた 

 進捗管理の基準となる指標の選定 

緑の基本計画においては、施策体系に沿って進捗管理が行われます。進捗管理

の指標のなかに、生物多様性に関する指標を組み込みましょう。 

 

 

 進捗管理体制の検討 

進捗管理の「場」と「主体」を明確にし、計画の進捗管理体制を検討しましょ

う。また、その結果を公表するようにしましょう。 

 

 

  

ポイント 

 短期的に成果が出そうなアウトプット指標と成果が出るまでに時間がか

かるアウトカム指標を組み合わせましょう（東京都目黒区の事例参照） 

 「都市の生物多様性指標（簡易版）」のスコアを参考にすると、具体的な

指標が分かります 

ポイント 

 進捗管理の「場」と「主体」を明示しましょう。また、結果を公表しまし

ょう（岐阜県大垣市の事例参照） 

 生物多様性の保全に関する施策は多岐にわたるため、組織横断的な体制が

組めるよう努めましょう 

 市民団体や研究機関など、外部の団体や専門家が関与できるとなお良いで

しょう 

 進捗管理の結果は公開するようにしましょう 
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【事例】 短期的に成果が出る指標と成果が出るまでに時間がかかる指標を 

合わせている例 

東京都目黒区のみどりの基本計画では、短期的に成果が出るアウトプット指標

と、成果が出るまでに時間がかかるアウトカム指標を組み合わせて進捗管理の指

標としています。また、明確な数値目標を定めて進行管理を実施しています。 

 

    

（出所）東京都目黒区「みどりの基本計画」（平成 28 年） p77 

 

 

  

成果が出るま

でに時間がか

かるアウトカ

ム指標の例 
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例 

東京都目黒区の

緑の基本計画で

は、明確な数値

目標を定めて進

行管理を実施し

ています 
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【事例】 身近かつ都市で貴重な生物を目標種としている例 

北海道恵庭市「緑の基本計画」では、市民にとって身近な存在でかつ都市で貴重な

生物として、「サケ及びサクラマス」と「エゾリス」の2種を目標種として設定してい

ます。 

 

 

（出所）北海道恵庭市「緑の基本計画」（平成 25 年）p23 

 

  

恵庭市では、

地域にとって

身近かつ貴重

な生物である

「サケ及びサ

クラマス」や

「エゾリス」

を指標種に定

めています 
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【事例】 進捗管理の場、主体、成果を明確にしている例 

埼玉県戸田市の「緑の基本計画」では、戸田市行政評価を活用することで、進捗管理の

「場」や「主体」を明確にするとともに、結果の公表を行っています。また、有識者や市

民などから構成される外部評価委員会による外部評価を実施し、客観性と透明性を担保し

ています。 

 
（出所）埼玉県戸田市「緑の基本計画」（平成 24 年）p85 

  

戸田市行政評価

では、施策の所管

課が目標をふま

え施策の評価を

行い、課題や改善

点を明確にしつ

つ、外部評価によ

って客観性や透

明性を高めてい

ます 
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IV．おわりに 

本手引きでは、地方公共団体における都市の生物多様性確保の重要性と現状を説明

し、生物多様性に配慮した緑の基本計画を策定するために、どのような点に注意すべ

きかを具体的に解説を行いました。 

本手引きでは、これまで生物多様性確保の取組をあまり重要視していなかった地方

公共団体においても、取り入れやすいような生物多様性の観点を記載するようにして

います。計画策定にあたっては、本手引きの内容のうち、まずは取り組みやすい点か

ら取り入れるよう検討してください。 

これによって、今後策定される緑の基本計画において、より生物多様性への配慮が

なされ、地方公共団体における生物多様性確保の取組が推進されることを期待します。 
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V．参考資料 

1. 国土交通省「都市と生物多様性」（平成22年10月） p2-3 

Ⅰ 都市の生物多様性に係る現状 

日本の都市では、高度成長期以降、急激な人口増加とともに市街地が拡大し、樹林

地や農地が大幅に減少しました。これにより、生物の生息生育環境が減少、分断化さ

れ、生息基盤を失った種の減少などが生じています。一方、都市周辺部に残された樹

林地等についても、管理不足によりこれまでの環境が維持されなくなるなど、生物の

生息生育環境としての質が低下しています。また、ヒートアイランド現象による気温

の上昇が、適応する生物種を変化させ、生態系の攪乱が起こることなども懸念されて

います。 

しかし、近年では、都市における公園緑地の整備や、既存の緑地を保全するための

制度等により、都市内及び周辺部の生物生息生育空間の保全・創出も進み、都市にお

ける生息生物種数も変化しています。これからも、公園緑地に関連する各種制度を活

用し、都市の生物多様性の保全・創出により一層、積極的に取り組んでいく必要があ

ります 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲都市公園等面積と一人当たり都市公園等面積の推移  

▲東京都におけるメジロの分布の変化 

（東京都ではメジロの分布が拡大しており、そ

の背景として都市公園の整備にともなう樹林

の増加があるといわれています） 

出典：生物多様性総合評価報告書（平成22年） 

▲横浜市における緑の変化 

出典：横浜市環境創造局 
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Ⅱ 都市の生物多様性保全に係る計画策定の必要性 

都市の生物多様性を保全していくためには、計画的に生物の生息生育環境の創出、

保全、再生及びネットワーク化を進めていくことが必要です。 

先進的な取組を行っている地方公共団体では、市町村が定める緑地の保全及び緑化

の推進に関する基本計画である「緑の基本計画」において、生物多様性の観点を加え、

計画策定を行っています。市町村内における生きものの生息状況や生物多様性保全に

向けた目標に基づき、緑地の配置方針などを定め、生物生息生育環境としての都市公

園等の整備や緑地の保全、ネットワーク化などに関する推進施策を計画に位置付けて

います。 

また、こうした計画に基づいて、生物多様性保全に向けた公園緑地等の適切な管理

を推進し、管理運営における多様な主体の参画や普及啓発を行っていくことが重要で

す。 

 

緑の基本計画における生物多様性保全の取組～国立市緑の基本計画 

東京都国立市の緑の基本計画では、専門家による動植物調査とともに、市民参加に

よる調査を実施し、それに基づいてビオトープタイプの分布図の作成を行い、生態系

に関する緑地の配置方針とエコロジカル・ネットワークの形成に向けた方策を示して

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲ビオトープタイプの分布図      ▲生態系に関する緑地の配置方針図  

出典：国立市緑の基本計画（平成15年） 

 

 

（出所）国土交通省「都市と生物多様性」（平成22年10月）p2-3 
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2. 環境省「生物多様性国家戦略2012-2020」（平成24年９月） 

第１部 生物多様性の保全及び持続可能な利用に向けた戦略 

第３章 生物多様性の保全及び持続可能な利用の目標 

第２節 自然共生社会における国土のグランドデザイン 

３ 国土の特性に応じたグランドデザイン 

わが国の自然環境の特性を国土レベルで概観した場合、わが国はユーラシア大陸の

東側、およそ北緯20 度から北緯45 度の中緯度に位置する南北約3,000km にわたる弧

状列島であり、帯状に配列する複数の地帯構造から構成されています。気候帯として

は亜熱帯から亜寒帯までを含み、主な植生は南から順に亜熱帯常緑広葉樹林（琉球列

島、小笠原諸島）、暖温帯常緑広葉樹林（本州中部以南）、冷温帯落葉広葉樹林（本

州中部から北海道南部）、亜高山帯常緑針葉樹林（北海道）に区分され、森林限界を

超えた領域では高山植生が成立しています。また、植物相、動物相はともに複数の地

理区に属しており、さらに渡瀬線、ブラキストン線などといった生物地理上の境界線

によって区分されます。わが国の生物多様性は、このような特性を持つ自然的基盤と

その上に積み重ねられてきた自然そのものの営み、人々の長い年月にわたる暮らしの

営みによって形づくられてきたものです。自然共生社会における国土のグランドデザ

インでは、わが国の国土が地形・地質や気候、植生帯、生物相などの違いによって区

分されることを踏まえた上で生物相と人間活動の関係も考慮に入れる必要がありま

す。 

わが国の国土は、陸域と海域に大別され、このうち陸域は、生物相と人間活動の違

いから、奥山自然地域、人工林が優占する地域を含む里地里山・田園地域、都市地域

に分けられます。さらに、河川・湿地地域は、河川をはじめとした水系を通じて、こ

れらの地域をつないでいます。 

一方、海域は、陸域の影響を顕著に受けており、海岸線を挟む陸域と海域を一体的

にとらえていくことが望ましい沿岸域と、沖合から外洋へと広がる海洋域に分けられ

ます。さらに、島嶼(とうしょ)は、面積的に限られた空間の中にさまざまな自然環境

が存在し、それらが微妙なバランスの上に成り立つ独特の生態系が見られることから、

陸域から沿岸域までを一体的にとらえていくことが望ましいといえます。 

このようなことから、自然共生社会における国土のグランドデザインでは、以下の

７つの地域区分を基本的な単位として考えていくこととします。 

ただし、同じ種類の地域区分であっても、例えば、北海道と沖縄では自然環境その

ものが異なり、農業や漁業などの形態も異なっているように､気候や植生帯、人間活動

などの違いによる地域性があります。また、地形単位で見た場合、例えば、同じ都市

地域であっても、盆地に位置するものと氾濫原に位置するものでは立地環境が異なっ

ています。このように同じ地域区分であっても全国一律のものではなく、自然環境や

人間活動によって違いがある点を踏まえ、国土のグランドデザインの実現に向けた取

組を進めていく必要があります。 

 

 

 

（１）奥山自然地域…………相対的に自然性の高い地域 
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（２）里地里山・田園地域（人工林が優占する地域を含む）……………（１）と（３）

の間に位置する地域 

（３）都市地域………………人間活動が集中する地域 

（４）河川・湿地地域…………各地域を結びつける生態系ネットワークの基軸とな

る水系 

（５）沿岸域……………………海岸線を挟む陸域及び海域 

（６）海洋域……………………沿岸域を取り巻く広大な海域 

 

（７）島嶼(とうしょ)地域………………………沿岸域・海洋域にある島々 

 

また、国土のグランドデザインの実現に向けた取組を進めていく際には、それぞれ

の地域区分をどのようにつなげていくのかというデザインが必要となります。わが国

の土地利用はモザイク状に広がっており、各地域区分の配置は地域によっても異なり

ますが、一つの考え方として、流域を基軸として関連する地域を含む流域圏を一つの

まとまりとして各地域区分のつながりを考えていく方法があります。その際には、流

域圏内の人・もの・資源を活用し、健全な水循環や物質循環、生態系を保全・回復す

るとともに、水やエネルギー、食料の持続可能な供給を可能とし、災害などに対して

も強靱な社会を構築することにより、国土の多様性と環境変化への強靱さを担保する

ことを目指し、各地域区分のつながりを考えていくこととします。 

次に、流域圏の構成要素となる７つの地域区分ごとのグランドデザインを示します。 

 

（中略） 

 

（３）都市地域 

【現状】 

都市地域は人間活動が集中する地域であり、高密度な土地利用、高い環境負荷の集

中が見られます。また、都市では食料をはじめ、多くの生態系サービスを他の地域に

依存しており、生態系サービスを通じて他の地域と関係しています。都市における樹

林地や草地などの緑地は、都市に生きる生物の生息・生育の場として重要であるとと

もに、都市住民にとっても身近な自然とのふれあいの場として貴重なものとなってい

ます。しかしながら、市街地の拡大に伴い、ヒバリやホタル類など多くの身近な生物

の分布域が郊外に後退し、その結果、斜面林、社寺林、屋敷林など都市内に島状に残

存する緑地に孤立して細々と生きる生物、カラス類やムクドリなど人為的な環境にも

適応することのできた一部の生物など、都市地域で見られる生物は非常に限られてい

ます。歴史的に都市環境の要素として組み込まれたお堀や河川、水路に生息する魚類

などは少なくなり、そこではペットのミドリガメ等が放され、外来植物が繁茂する状

況も見られます。居住地周辺において身近な自然とのふれあいや生物多様性の保全活

動への参加を求めるニーズは急速に高まりつつある一方で、生活圏に緑地が少なく、

生物多様性に乏しいことを背景に、自然との付き合い方を知らない子どもたちやそれ

を教えることのできない大人たちも増えています。 

 

【目指す方向】 
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・豊かな自然に包まれ、水と緑にあふれる都市づくりを周辺地域と一体的に進める。 

・緑地による生態系ネットワーク（エコロジカルネットワーク）を形成し、都市に

おける生物多様性の確保を図る。 

・日常的な暮らしの中で身近な自然とのふれあいの場と機会を確保する。 

・地球規模の視点に立った持続可能な社会経済活動や消費行動を定着させる。 

 

【望ましい地域のイメージ】 

人口も含めてコンパクトになった市街地には、高エネルギー効率、長寿命の建物が

建ち並び、発達した公共交通が立派に育った厚みのある街路樹の並木の中を移動して

いる。また、都市の中や臨海部には、低未利用地を活用して、明治神宮のような森と

呼べる大規模な緑地が造成されることで各都市の中にも巨木がそびえ、その上を猛禽

類が悠々と空を舞うとともに、都市住民や子どもたちが身近に生物とふれあうことの

できる小さな空間が市街地内のあちこちに湧水なども活用して生まれている。これら

の街路樹や緑地は地球温暖化対策やヒートアイランド現象の緩和、都市における良好

な景観の形成などにも貢献している。 

丘陵地や段丘崖沿いの緑地、河川、湧水地、海岸などを基軸とし、都市内で樹林地

や水辺地が保全、再生、創出され、風の道が確保されるとともに、水循環の健全性の

確保や健全な生態系をネットワークにすることで生物多様性の回復が図られている。

土地利用に余裕が見いだせるようになった郊外部では、森林や湿地などの自然の再生

により、豊かな生態系が回復している。また、その生物多様性の状態は市民が主体と

なってモニタリングが行われている。 

地形の変化に富み、樹林を有する緑地が増え、学校や幼稚園・保育園などには生物

がたくさん生息するビオトープがあり、都市に居住しながらも幼い子どもたちが土の

上で遊びや冒険をしながら育っていく。また、こうした森や緑地の管理は地域の大人

が積極的に協力して行うことで、子どもも含めた地域のコミュニティのつながりが強

くなっている。企業等の民間事業者の所有地においても緑地が確保され、生態系ネッ

トワークの拠点となっている。 

都市の郊外部の谷にある小規模な水田などで、保全活動が活発に行われ、共同で管

理される農地で人々がいきいきと農作業などに携わるとともに、その作業のまわりで

子どもたちが魚取りや水遊びに歓声をあげている。 

都市住民が消費する食べものや木材について、生物多様性の保全や持続可能な利用

に配慮して生産したものや近郊で採れたものを選ぶ人が増え、そうした商品に付加価

値が付くことが当然となるとともに、大きな公園で開催されるフェスティバルなどで

広く商品が紹介され、都市の消費者と近郊の農業者などを結びつけている。こうした

水と緑が豊かな都市は、景観にすぐれ観光の拠点ともなることで活気にあふれている。 

 

（出所）環境省「生物多様性国家戦略2012-2020」（平成24年９月）p59-64 
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第３部 生物多様性の保全及び持続可能な利用に関する行動計画 

 第１章 国土空間的施策 

  第７節 都市 

 

（基本的考え方） 

生物多様性条約第10 回締約国会議（COP10）において、決議X/22「生物多様性のた

めの準国家政府、都市及びその他地方自治体の行動計画」が採択され、行動の例とし

て、都市のインフラ整備等に生物多様性への配慮を組み込むことの奨励等が決定され

ており、今後、生物多様性に配慮した都市づくりに的確に取り組んでいく必要があり

ます。 

高密度な土地利用、高い環境負荷が集中する都市においては、生物の生息・生育の

場は水や緑豊かな自然的環境を有する空間に限定されます。このため、都市における

生物多様性の確保を図る上では、これらの空間について、より一層適切な保全・再生・

創出・管理を図る必要があります。そのためには、緑地の量だけでなく、質、規模、

連続性等を考慮した上で緑地を適正に配置し、生態系ネットワーク（エコロジカルネ

ットワーク）の形成を図る必要があります。 

また、今後の人口減少・超高齢社会においては、都市機能の集約化や交通結節点を

中心とした利便化、エネルギー利用の効率化などによる集約型都市構造（エコ・コン

パクトシティ）を目指すことが望まれます。これらの観点から、生物多様性の確保に

資する自然的環境の保全・再生・創出・管理のため、水と緑の将来像を位置づけた都

市の総合的な計画である、都市計画区域マスタープランや緑の基本計画などに即して、

都市の形態や自然的環境の様態に応じ、総合的かつ体系的な施策の実施を推進します。 

都市の生物多様性の確保を図るためには、このような計画に基づき、緑地、水辺の

保全・再生・創出・管理に係る諸施策を推進する必要があります。具体的には、緑地

の保全とともに、都市公園や道路、下水道などの事業間連携による自然的環境の創出

により、広域的視点に基づく、水と緑のネットワークの形成を推進します。併せて、

民有地においても、建築物の屋上や壁面等、建築物の敷地内の緑化を推進します。 

これらの施策を進めるにあたって、地方自治体における都市の生物多様性の状況や

施策の進捗状況の把握等を支援し、地方自治体による都市の生物多様性の確保の取組

を促進します。 

また、保全・再生・創出された自然的環境が生物多様性の確保に貢献するためには、

その質の維持・向上を図ることが重要であることから、地域在来の緑化植物の活用・

普及とともに、地域に根ざした適切な管理に向けた取組を推進します。 

さらに、継続的に自然的環境の保全・再生・創出・管理を行うにあたっては、多様

な主体の参画による取組が重要となるため、普及啓発活動を通じ、一層促進します。 

 

１ 都市におけるエコロジカルネットワークの形成 

（具体的施策） 

○ 都市公園等、都市における緑地による生態系ネットワーク（エコロジカルネット

ワーク）の形成を促進します（国土交通省） 

【現状】都市公園等整備面積：118,056ha、99,874 箇所（平成23 年３月） 

特別緑地保全地区：指定面積2,369ha、419 地区（平成23 年３月） 
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近郊緑地特別保全地区：指定面積3,517ha、27 地区（平成23 年３月） 

近郊緑地保全区域：指定面積97,330ha、25 区域（平成23 年３月） 

歴史的風土特別保存地区：指定面積6,428ha、60 地区（平成23 年３月） 

歴史的風土保存区域：指定面積20,083ha、32 区域（平成23 年３月） 

市民緑地の契約締結面積：904,899ha、162 か所（平成23 年３月） 

緑化地域制度：60,425ha、３地域（平成23 年３月） 

 

２ 緑地の保全・再生・創出・管理に係る総合的な計画の策定 

（具体的施策） 

 平成23 年に策定された「緑の基本計画における生物多様性の確保に関する技術

的配慮事項」を踏まえ、生物多様性の確保に配慮した緑の基本計画の策定等を

促進します。（国土交通省） 

 未策定市町村における緑の基本計画の策定を促進するとともに、既に策定済み

の市町村についても、策定後一定期間が経過したものについては、社会情勢の

変化などに対応した見直しを進めます。（国土交通省） 

【現状】緑の基本計画策定自治体：648 自治体（平成23 年３月） 

 緑の基本計画の実現を図るため、引き続き、緑地の保全や緑化の推進を進めま

す。（国土交通省） 

 都市の生物多様性指標の提示等、地方自治体における都市の生物多様性の状況

や施策の進捗状況等の把握等を支援し、都市の生物多様性の確保の取組を促進

します。（国土交通省） 

 

３ 緑地、水辺の保全・再生・創出・管理に係る諸施策の推進 

３．１ 都市公園の整備など 

（具体的施策） 

 都市における水と緑のネットワーク形成を促進するため、地方自治体が行う都

市公園の整備、緑地の保全などを支援します。（国土交通省） 

【現状】都市公園等整備面積：118,056ha、99,874 箇所（平成23 年３月） 

 埋立造成地や工場などからの大規模な土地利用転換地などの自然的な環境を積

極的に創出すべき地域などにおいて、干潟や湿地、樹林地の再生・創出など、

生物多様性の確保に資する良好な自然的環境基盤の整備を推進します。（国土

交通省） 

【現状】都市公園等整備面積：118,056ha、99,874 箇所（平成23 年３月） 

 

３．２ 道路整備における生物多様性保全への配慮 

（具体的施策） 

 自然環境に関する詳細な調査、データの集積に取り組むとともに、それを踏ま

えた上で、必要に応じて、豊かな自然を保全できるような路線の選定や、地形・

植生の大きな改変を避けるための構造形式の採用に努めます。（国土交通省） 

 動物の生息域分断の防止や、植物の生育環境の保全を図る観点から、動物の道

路横断構造物や、動物注意の標識を設置するなど、生態系に配慮した道路の整

備に努めます。（国土交通省） 
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 道路事業に伴い発生した盛土法面などについては、既存ストックも含めて、地

域の気候や土壌などの自然条件に最も調和した植生の活用などにより再緑化を

行い、できる限り自然に近い状態に復元します。（国土交通省） 

 地域によっては、道路整備にあたって周辺の自然環境の現状に配慮しながら、

植栽の樹種などを工夫することにより、動植物の生息・生育環境の形成に積極

的に取組ます。（国土交通省） 

 

３．３ 下水道事業における生物多様性保全への取組 

（具体的施策） 

 過密化した都市における貴重なオープンスペースである下水処理施設の上部や

雨水渠などの施設空間において、せせらぎ水路の整備や処理水の再利用などに

よる水辺の保全・創出を図り、都市における生物の生息・生育場所を関係者と

連携し提供します。（国土交通省） 

 生態系への配慮が必要な水域において、なじみ放流（放流先の生態などに配慮

（水質、水温、発泡防止）した下水処理水の放流形態（自然浄化、貯留池、浸

透など））などの検討を推進します。（国土交通省） 

 下水道の整備による公共用水域の水質保全と併せ、湖沼や閉鎖性海域における

富栄養化の防止などに資する下水処理場の高度処理化や合流式下水道の改善、

ノンポイント対策を推進します。（国土交通省） 

 下水処理水や雨水の再利用、雨水の貯留浸透による流出抑制など、広域的な視

点からの健全な水循環系の構築に向けて事業を推進します。（国土交通省） 

 下水道の計画・建設から管理・運営に至るまで、わが国の産学官のあらゆるノ

ウハウを結集し、海外で持続可能な下水道システムを普及させるための国際協

力を推進します。（国土交通省） 

 

３．４ 特別緑地保全地区、緑地保全地域 

（具体的施策） 

 行為規制に伴う損失補償や土地の買入れ、土砂崩壊防止施設などの緑地の保全

などに必要な施設の整備に対し、支援を行うとともに、生物の多様性を確保す

る観点から特別緑地保全地区の指定の促進に向けた取組を進めます。（国土交

通省） 

 生物多様性の保全に資する都市近郊の里地・里山などの自然的環境を保全する

ため、緑地保全地域の指定を推進します。（国土交通省） 

 多様な主体により良好な緑地管理がなされるよう、管理協定制度などの適正な

緑地管理を進める制度の活用を図っていきます。（国土交通省） 

 【現状】管理協定：1.2ha、１地区、３契約（平成23 年３月） 

 都市における水と緑のネットワーク形成を推進するため、地方自治体が行う都

市公園の整備、緑地の保全などを支援します。（国土交通省） 

 

３．５ 近郊緑地特別保全地区、近郊緑地保全区域 

（具体的施策） 

 行為規制に伴う損失補償や土地の買入れ、土砂崩壊防止施設などの緑地の保全



63 

 

などに必要な施設の整備に対し、適正な補助を行うとともに、生物の多様性を

確保する観点から近郊緑地保全区域などの指定の促進に向けた取組を進めま

す。（国土交通省） 

 首都圏及び近畿圏については、自然環境が有する多面的な機能を活用した都市

再生を図るため、それぞれの「都市環境インフラのグランドデザイン」から得

られた知見などを踏まえ、保全すべき区域について、必要に応じて近郊緑地保

全区域などに指定すべく検討を進めます。（国土交通省） 

 近郊緑地保全区域では、生物多様性やその他さまざまな目的のための活動が行

われており、行為規制だけでなく管理協定制度の活用や多様な主体との連携に

より、近郊緑地の適切な管理・保全を図ります。（国土交通省） 

【現状】近郊緑地保全区域：面積97,330ha、25 区域（平成23 年３月) 

 

３．６ 歴史的風土特別保存地区、歴史的風土保存区域 

（具体的施策） 

 生物多様性にも貢献する歴史的風土を保存するため、地方自治体が行う行為規

制に伴う損失補償や土地の買入れ、施設の整備に対し、支援を行います。（国

土交通省） 

【現状】歴史的風土特別保存地区：指定面積6,428ha、60 地区 

    歴史的風土保存区域：指定面積20,083ha、32 区域（平成23 年３月） 

 都市における水と緑のネットワーク形成を推進するため、地方自治体が行う都

市公園の整備、古都における歴史的風土の保存などを支援します。（国土交通

省） 

 

３．７ 風致地区 

（具体的施策） 

 風致地区は、樹林地、水辺地など、良好な自然環境を維持・創出し、都市にお

ける生物の生息・生育の場を提供していることから、今後も制度の的確な運用

を図ります。（国土交通省） 

【現状】風致地区：面積169,599ha（平成22 年３月） 

 

３．８ 市民緑地 

（具体的施策） 

 平地林や屋敷林などの既存の緑地の保全のみならず、人工地盤上や建築物敷地

内においても積極的に市民緑地制度を活用し、都市における生物の生息・生育

域の保全・再生・創出を推進します。（国土交通省） 

【現状】市民緑地の契約締結面積904,899ha、162 か所 

    保存樹指定：70,917 本 

    保存樹林：8,594 件（平成23 年３月） 

 

３．９ 生産緑地地区 

（具体的施策） 

 都市においても農地は生物の生息・生育環境として評価することができるため、
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今後も生産緑地地区制度の的確な運用を図ります。（国土交通省） 

【現状】地区数64,787、面積14,248ha（平成22 年３月） 

 

３．10 屋敷林、雑木林などの保全 

（具体的施策） 

 市街地などに残された屋敷林などの比較的小規模な緑地についても、特別緑地

保全地区や市民緑地の活用を推進し、土地所有者の意向に適切に対処しつつ、

その保全を図ります。（国土交通省） 

【現状】緑地協定：5,755ha、1,886 件 

    特別緑地保全地区：指定面積2,369ha、419 地区 

    市民緑地の契約締結面積904,899ha、162 か所 

    保存樹指定：70,917 本 

    保存樹林：8,594 件（平成23 年３月） 

 

３．11 民有地における緑の創出、屋上緑化・壁面緑化の推進 

（具体的施策） 

緑化地域制度、緑化施設整備計画認定制度などの制度については、民有地の緑

化に資するために有効な制度であることから、制度の普及も含めた一層の促進

を図ります。（国土交通省） 

【現状】緑化地域制度：60,425ha、３地域 

緑化施設整備計画認定制度：280,472m2、28 件（平成23 年３月） 

 屋上緑化や壁面緑化については、都市のヒートアイランド現象の緩和効果の測

定を通じた地球温暖化問題への貢献度や、生物の生息・生育環境としての効果

について、より実証的なデータの収集を進め、その効果を把握し、一層の促進

を図ります。（国土交通省） 

【現状】屋上緑化施工面積304ha 壁面緑化施工面積39ha（平成23 年３月） 

 

３．12 工場における緑地の確保 

（具体的施策） 

 工場の立地に際しては、周辺地域の生活環境との調和を保つため、工場立地法

に基づき緑地の確保を図ります。（経済産業省） 

 

 

４ 緑の保全・再生・創出・管理に係る普及啓発など 

４．１ 緑に関する普及啓発の推進 

（具体的施策） 

 全国「みどりの愛護」のつどいについて、国営公園または全国の都市公園を会

場として開催し、より一層国民のみどりに対する意識の高揚を図っていきます。

（国土交通省） 

開発事業における緑に関わる取組を評価し、優秀な事例については認定・表彰

することで事業者の努力を促すための都市開発における緑地の評価制度につい

て、制度の普及に努めます。（国土交通省） 
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【現状】社会・環境貢献緑地評価システム（SEGES）登録件数：21 件（平成24 年

５月） 

 緑化活動に取り組む地域の団体に対して、緑の創出に必要な苗木や機材などに

係る助成などを行う民間における事業などを積極的に支援し、都市における生

物の生息・生育環境の形成に資する緑の創出を図ります。（国土交通省） 

 

４．２ 下水道における生物多様性の保全に関する普及啓発 

（具体的施策） 

 地域住民や教育関係者、NPO 等と連携し、多様な生態系の生息・生育場所の創

出を図る場としての下水道施設の役割などについて、積極的に情報発信し、国

民への理解に努めていきます。（国土交通省） 

 

（出所）環境省「生物多様性国家戦略2012-2020」（平成24年９月）p155-160 
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（１） 環境省「平成29年版生物多様性白書」（平成29年６月） 

第２章 生物多様性の保全及び持続可能な利～豊かな自然共生社会の実現に向けて～ 

第３節 森・里・川・海のつながりを確保する取組 

３ 都市の緑地の保全・再生等 

（1）緑地、水辺の保全・再生・創出・管理 

都市における緑地を保全するため、都市緑地法（昭和48年法律第72号）に基づく特

別緑地保全地区等の指定を推進するとともに、地方公共団体及び緑地保全・緑化推進

法人による土地の買入れ等を推進します。また、「都市の生物多様性指標」に基づき、

都市における生物多様性保全の取組の進捗状況を地方公共団体が把握・評価し、将来

の施策立案等に活用されるよう普及を図ります。さらに、首都圏近郊緑地保全法（昭

和41年法律第101号）及び近畿圏の保全区域の整備に関する法律（昭和42年法律第103

号）に基づき近郊緑地の保全を図ります。緑が不足している市街地等においては、緑

化地域制度や地区計画等緑化率条例制度等の活用により建築物の敷地内の空地や屋上

等の民有地における緑化を図るとともに、市民緑地契約や緑地協定の締結のほか、NPO

法人等の民間主体が空き地等を活用し、公園と同等の緑地空間を整備して、住民に公

開する市民緑地設置管理計画認定制度の活用により都市の緑化を推進します。 

都市緑化の推進に当たっては、「春季における都市緑化推進運動（4月～6月）」、

「都市緑化月間（10月）」を中心に、その普及啓発に係る各種活動を実施するほか、

「緑の相談所（都市緑化植物園）」の設置等、取組の推進を図ります。 

都市における多様な生物の生息・生育地となる、せせらぎ水路の整備や下水処理水

の再利用等による水辺の保全・再生・創出を図ります。 

 

（2）都市公園等の整備 

都市における緑とオープンスペースを確保し、水と緑が豊かで美しい都市生活空間

等の形成を実現するため、都市公園の整備、緑地の保全、民有緑地の公開に必要な施

設整備等を支援する「都市公園・緑地等事業」を実施します。 

 

（3）国民公園及び戦没者墓苑 

国民公園（皇居外苑、京都御苑、新宿御苑）及び千鳥ケ淵戦没者墓苑を広く国民の

利用に供するため、施設の改修、園内の清掃、芝生・樹木の手入れ等を行います。 

 

（出所）環境省「平成29年版生物多様性白書」（平成29年６月）p332-333 
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3. 国土交通省「緑の基本計画における生物多様性の確保に関する技術的配

慮事項」（平成23年） 

はじめに 

本技術的配慮事項は、都市緑地法（以下「法」という。）第４条に基づいて市町村

が策定する「緑地の保全及び緑化の推進に関する基本計画」（以下「緑の基本計画」

という。）の策定又は改定時において、生物多様性の確保に当たって配慮することが

考えられる事項をまとめたものであり、緑の基本計画の策定又は改定時の参考資料と

して活用されることを想定している。 

なお、本技術的配慮事項は、市町村が、地域の実情等を勘案しつつ創意工夫のもと

で生物多様性の確保を図るための計画を策定することを妨げるものではない。 

 

１ 背景 

(1) 生物多様性の確保の意義 

生物の多様性に関する条約（平成5年12月29日発効）では、生物の多様性を、すべて

の生物の間に違いがあることと定義し、生態系の多様性、種間（種）の多様性、種内

（遺伝子）の多様性という３つのレベルでの多様性があるとしている。 

生物多様性基本法（平成20年法律第58号）の前文に、「人類は、生物の多様性のも

たらす恵沢を享受することにより生存しており、生物の多様性は人類の存続の基盤と

なっている。また、生物の多様性は、地域における固有の財産として地域独自の文化

の多様性をも支えている。一方、生物の多様性は、人間が行う開発等による生物種の

絶滅や生態系の破壊、社会経済情勢の変化に伴う人間の活動の縮小による里山等の劣

化、外来種等による生態系のかく乱等の深刻な危機に直面している。（中略）我らは、

人類共通の財産である生物の多様性を確保し、そのもたらす恵沢を将来にわたり享受

できるよう、次の世代に引き継いでいく責務を有する。」と掲げられており、持続可

能な社会の実現に向けて、生物多様性の危機に対処し、その確保に取り組んでいく必

要がある。 

また、都市住民の生活についても、生物多様性のもたらす恵沢を享受することで成

り立っており、都市づくりを進める上でも生物多様性の確保に配慮することが必要で

ある。 

 

(2) 生物多様性の確保のための取組の動向 

我が国においては、生物多様性基本法第１１条に基づいて政府が策定する「生物の

多様性の保全及び持続可能な利用に関する基本的な計画（生物多様性国家戦略）」に

より、生物多様性の保全等に関する施策の総合的かつ計画的な推進が図られていると

ころである。また、都道府県及び市町村においても、同法第１３条に基づく「都道府

県又は市町村の区域内における生物の多様性の保全及び持続可能な利用に関する基本

的な計画（生物多様性地域戦略）」の策定が進められているところである。 

平成22年10月に愛知県名古屋市で開催された生物多様性条約第10回締約国会議

（COP10）において、平成23年（2011年）以降の生物多様性の確保に関する「新戦略計

画・愛知目標」が採択されたほか、決議X/22「生物多様性のための準国家政府、都市

及びその他地方自治体の行動計画」も採択され、行動の例として、都市のインフラ整
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備等に生物多様性への配慮を組み込むことの奨励等が決定されたところである。 

このように、近年、生物多様性の確保のための取組が国際的にも国内においても進

展してきており、今後、地方公共団体においても、生物多様性に配慮した都市づくり

に的確に取り組んでいく必要がある。 

 

２ 都市における生物多様性の確保の重要性 

(1) 都市におけるエコロジカルネットワークの形成の重要性 

我が国の都市においては、急激な都市化の進展の中で、緑地の消失、縮小、分断化

が進行し、動植物の生息地又は生育地となる緑地が孤立化している事例が数多く見ら

れる。 

緑地の孤立化は、動植物の個体間の交流を困難にさせるとともに、他の個体群との

交流の機会を失わせ、繁殖に必要となる個体数が確保できなくなるなど、都市におけ

る動植物種の絶滅や減少、生物多様性の損失をもたらしている。 

今後、都市において生物多様性を確保していくためには、都市における緑地の量を

確保するのみならず、動植物の生息・生育環境を改善するなど緑地の質の向上を図る

とともに、緑地の適正な配置とその有機的なネットワークの形成を通じて、動植物種

の供給源となる都市の郊外の緑地から、動植物種が相対的に豊かでない市街地に動植

物を誘導していく必要がある。 

具体的には、動植物の生息地又は生育地としての緑地の量、質、規模、連続性等を

評価し、都市の郊外に存在し他の地域への動植物種の供給等に資する核となる緑地（以

下「中核地区」という。）、市街地に存在し動植物種の分布域の拡大等に資する拠点

となる緑地（以下「拠点地区」という。）、中核地区と拠点地区を結び動植物種の移

動空間となる河川や緑道等の緑地（以下「回廊地区」という。）、中核地区、拠点地

区、回廊地区に隣接して存在し、これらの地区が安定して存続するために必要な緑地

を含む緩衝地帯（以下「緩衝地区」という。）を適正に配置するとともに、それらの

緑地による有機的なネットワーク（以下「エコロジカルネットワーク」という。）の

形成を通じて、都市における動植物種の円滑な移動を確保し、動植物の個体間の交流

や他の個体群との交流の機会を積極的に確保していく必要がある。 

 

(2) 都市におけるエコロジカルネットワークの形成のための緑の基本計画の活用 

都市においてエコロジカルネットワークの形成を図るには、緑地の保全及び緑化の

推進を総合的に計画できる緑の基本計画の活用が効果的である。 

緑の基本計画を活用し、都市におけるエコロジカルネットワークの形成を図ること

は、水と緑のネットワークの形成や緑地空間の拡大につながるものであり、単に生物

多様性が確保されるのみならず、緑地の有する環境保全、レクリエーション、防災、

景観形成等の諸機能が効果的に発揮され、人と自然が共生し、環境への負荷が小さく、

緑豊かな都市の形成の促進に寄与するものである。 

 

３ 緑の基本計画の策定又は改定時における生物多様性への配慮の方法 

都市の生物多様性の確保のために、緑の基本計画を活用してエコロジカルネットワ

ークの形成を計画的に進めていく上では、緑の基本計画の策定又は改定時に、エコロ

ジカルネットワークの形成の観点から、(1)自然的条件及び社会的条件の現況調査、(2)
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調査結果の分析・評価、(3)課題の整理、(4)目標（法第４条第２項第１号「緑地の保

全及び緑化の目標」）の設定、(5)緑地の配置方針（同項第３号イ「地方公共団体の設

置に係る都市公園の整備の方針その他保全すべき緑地の確保及び緑化の推進の方針に

関する事項」）の設定、(6)施策（同項第２号「緑地の保全及び緑化の推進のための施

策に関する事項」）の検討を的確に実施し、その成果を緑の基本計画に反映していく

ことが重要である。さらに、緑の基本計画策定後の継続的な(7)モニタリングの実施は、

目標の達成状況等を把握・検証し、緑の基本計画の必要な見直しを行っていく上で重

要である。 

なお、上記(1)～(7)を行う際に、特に配慮すべき事項については、それぞれ以下の

とおりである。 

 

(1) 自然的条件及び社会的条件の現況調査に係る配慮事項 

緑の基本計画の対象区域（以下「計画対象区域」という。）において、エコロジカ

ルネットワークの形成の観点から現況調査を行う。実施方法としては、以下の①及び

②が考えられる。なお、調査の実施に当たっては、③に留意することが重要である。 

 

① 自然的条件に関する調査 

 地形、水系、植生等の自然的条件に関する調査を実施する際、併せて動植物の

分布状況や生息・生育状況等を把握するための調査を実施する。 

② 社会的条件に関する調査 

 市町村の概要、土地利用の変遷、法令の規制等による緑地の担保性、関連計画

及び事業等の社会的条件に関する調査を実施する際、併せて生態系や動植物種

等を保護するための法令の規制等の状況やエコロジカルネットワークの形成

を図っていく上で関連する計画・事業等の調査を実施する。 

 なお、エコロジカルネットワークは、行政区域を超えて形成されることが重要

であるため、隣接する市町村が定めた計画も調査対象とすることが望ましい。 

③ 留意事項 

 調査の企画・実施に当たっては、過去の情報の把握や効率的な調査の実施等の

観点から、既往の資料やデータを可能な限り活用することが重要である。 

 また、自然的条件に関する調査については、継続的なモニタリングが容易な調

査項目・方法をあらかじめ採用しておくことが重要であり、調査の実施に際し

て、専門的な情報を有する研究機関や学識経験者、市民団体等と協働すること、

小学校等の教育機関や地域住民の参画を得て催事的に行うことも有効な方法

と考えられる。教育機関や地域住民の参画を得て行う調査については、単に、

必要な情報が効率的に収集できるだけでなく、社会に生物多様性についての理

解が浸透するように、普及啓発や環境教育等の施策を展開するための手段とし

ても効果的であり、積極的に取り組むことが重要である。 

 

(2) 調査結果の分析・評価に係る配慮事項 

３(1)の調査結果に基づき分析・評価を行う。実施方法としては、以下が考えられる。 

 

① 自然的条件に関する調査結果の分析・評価 
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 計画対象区域における動植物の生息地又は生育地となる緑地について、地形、

水系、植生等の特性、生息・生育する動植物の特性から類型化するとともに、

その自然的特性を把握する。 

 ・その上で、それぞれの緑地の類型について、自然的特性から推定される生態

的ポテンシャルに基づき、自然性、希少性、多様性の観点から、その重要度を

評価する。 

② 社会的条件に関する調査結果の分析・評価 

 既存の緑地及び将来的に再生・創出される見込みのある緑地のそれぞれについ

て、社会的条件に関する調査結果を分析することによって、計画対象区域にお

ける動植物の生息地又は生育地となる緑地を類型化するとともに、その社会的

特性を把握する。 

 その上で、それぞれの緑地の類型について、今後の動向を予測し、将来にわた

る量的、質的な変化の可能性について検討し、その担保性を評価する。 

③ 総合評価 

 自然的条件と社会的条件の評価結果をもとに、計画対象区域における動植物の

生息地又は生育地となるそれぞれの緑地の類型について、その重要度と担保性

の観点から総合的に評価する。 

 

(3) 課題の整理に係る配慮事項 

３(2)③の総合評価の結果に基づき、計画対象区域における生物多様性の確保の観点

から、エコロジカルネットワークの形成のために保全・再生・創出すべき動植物の生

息地又は生育地となる緑地について検討した上で、その実現性も考慮しつつ、確保す

べき緑地の量、質、配置等に関する課題の整理を行う。 

 

(4) 目標の設定に係る配慮事項 

３(1)～(3)を踏まえ、計画対象区域において、エコロジカルネットワークの形成に

よる生物多様性の確保の目標を設定する。 

具体的には、生物多様性の確保に関連する他の計画にも留意しつつ、例えば、エコ

ロジカルネットワークの形成状況の評価指標となる動植物を「目標種」として１つあ

るいは複数設定し、その良好な生息・生育環境の確保を目標とすること等が考えられ

る。 

なお、目標の設定に当たり、社会に生物多様性についての理解が浸透するように、

普及啓発や環境教育等を推進する観点から、動植物とのふれあいの場の確保に関する

目標等を併せて設定することも考えられる。 

 

(5) 緑地の配置方針の設定に係る配慮事項 

３(1)～(4)を踏まえ、計画対象区域における生物多様性の確保のための緑地の配置

方針を設定する。 

緑地の配置方針の設定に当たり、生物多様性の確保の観点から計画対象区域におい

て保全・再生・創出すべき緑地の量、質、配置等について検討し、エコロジカルネッ

トワークの形成方針を設定することが重要である。 

また、その上で、当該形成方針を踏まえて、都市におけるエコロジカルネットワー
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クの構成要素となる中核地区、拠点地区、回廊地区及び緩衝地区の配置について検討

し、緑地の配置方針を設定することが重要である。 

なお、緑地の配置方針の検討に当たっては、以下の点に留意することが必要である。 

 

① 河川の流域に配慮し、流域内及び流域間のネットワークを構築するように検討す

ること。 

② 動植物の生息・生育状況等を踏まえ、一の市町村の区域を超える広域的な見地か

らのエコロジカルネットワークの形成に配慮すること。 

③ 緑地の配置は、エコロジカルネットワークの形成の核となり他の地域への動植物

種の供給等に資する緑地を中核地区として設定した上で、動植物種の分布域の拡

大等に資する緑地を拠点地区、それらの地区を有機的にネットワークする緑地を

回廊地区として設定するとともに、中核地区、拠点地区、回廊地区に対する緩衝

機能を発揮する地区を緩衝地区として設定すること。 

④ 中核地区、拠点地区、回廊地区及び緩衝地区の配置は、それぞれ以下の「配置に

当たっての基本的考え方」及び「配置に当たっての留意事項」に配慮すること。 

 

ア 中核地区（都市の郊外に存在し他の地域への動植物種の供給等に資する核となる

緑地） 

ⅰ 配置に当たっての基本的考え方 

計画対象区域における動植物の生息地又は生育地となる緑地の自然的特性や社

会的特性を勘案するとともに、他の地域への動植物種の供給源となり、エコロジ

カルネットワークの核となる都市の郊外の大規模な緑地を中核地区として位置づ

けて配置する。 

ⅱ 配置に当たっての留意事項 

配置に当たっては、下記のうち、いずれか一つ以上を満たすことが望ましい。 

 

 計画対象区域における重要な動植物種の生息地又は生育地であること。 

 計画対象区域を代表する自然的環境であること。 

 計画対象区域において、当該区域の動植物種の多くが生息・生育している場所

であること。 

 

イ 拠点地区（市街地に存在し動植物種の分布域の拡大等に資する拠点となる緑地） 

ⅰ 配置に当たっての基本的考え方 

計画対象区域における動植物の生息地又は生育地となる緑地の自然的特性や社

会的特性を勘案するとともに、エコロジカルネットワークの拠点となる市街地に

おける大規模な緑地を拠点地区として位置づけて配置する。 

ⅱ 配置に当たっての留意事項 

配置に当たっては、下記のうち、いずれか一つ以上を満たすことが望ましい。 

 目標種等が良好に生息・生育する上で必要な緑地の規模を有するほか、中核地

区との連続性等の観点から、生態的ポテンシャルが高い地域であること。 

 動植物とのふれあいの場として活用する場合には、居住地との近接性等からみ

て、人と動植物のふれあいの場としてのポテンシャルが高い地域であること。 
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ウ 回廊地区（中核地区と拠点地区を結び動植物種の移動空間となる河川や緑道等の

緑地） 

ⅰ 配置に当たっての基本的考え方 

計画対象区域における動植物の生息地又は生育地となる緑地の自然的特性や社

会的特性を勘案するとともに、中核地区及び拠点地区の規模や位置を踏まえた上

で、河川や緑道等の帯状の緑地や飛石状の緑地等複数の地区を相互に連続させる

緑地を回廊地区として位置づけて配置する。 

ⅱ 配置に当たっての留意事項 

配置に当たっては、下記のうち、いずれか一つ以上を満たすことが望ましい。 

 中核地区や拠点地区に生息・生育する動植物種の移動を可能にする場所にある

こと。 

 回廊を利用する動植物種の特性に応じた形態・構造（植生、幅、長さ、連続性

等）を有する緑地を再生・創出することができる場所であること。 

 

エ 緩衝地区（中核地区、拠点地区、回廊地区に隣接して存在し、これらの地区が安

定して存続するために必要な緑地を含む緩衝地帯） 

ⅰ 配置に当たっての基本的考え方 

 中核地区、拠点地区、回廊地区に対して緩衝機能を発揮する緑地が既に存在し

ている地区又は緩衝機能を発揮する緑地の再生・創出を図ることが可能な地区

を緩衝地区として位置づけ配置する。 

ⅱ 配置に当たっての留意事項 

配置に当たっては、下記のうち、いずれか一つ以上を満たすことが望ましい。 

 中核地区、拠点地区、回廊地区と同様な生態的ポテンシャルを有する地区であ

ること。 

 中核地区、拠点地区、回廊地区を補完するために、生態的ポテンシャルを高め

ることができる地区であること。 

 

(6) 施策の検討に係る配慮事項 

３(4)で設定する目標、３(5)で設定する緑地の配置方針を踏まえて、エコロジカル

ネットワークの形成の観点から必要な施策を検討し、緑の基本計画に反映する。 

なお、施策としては、以下の例が考えられる。 

 

① 都市におけるエコロジカルネットワークの構成要素となる地区等における施策

の例 

ア 中核地区となる緑地を確保するための施策 

都市の郊外における大規模な既存緑地を中核地区として設定する場合 

 緑地保全地域や風致地区の指定、条例に基づく緑地保全のための地域指定を行

うほか、自然公園制度や保安林制度等の制度も活用して緑地の保全を図る。 

 生物多様性の確保を図る上で枢要な緑地については、緑地を現状凍結的に保全

することが可能な、法第１２条第１項第３号ロの特別緑地保全地区（以下「生

息生育地型特別緑地保全地区」という。）等の指定によりその保全を図る。 

 緑地の管理を人の手を加えながら永続的に行う場合には、緑地保全地域等の指
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定に併せて、緑地管理機構制度や管理協定制度等の緑地を適正に管理する制度

の活用を図る。 

 緑地の保全とともに、動植物とのふれあいの場として活用する場合には、主と

して動植物の生息地又は生育地である樹林地等の保護を目的とする都市公園

等として位置づけ、生物多様性の確保に配慮しつつ、緑地の保全・活用・管理

を図る。 

 

イ 拠点地区となる緑地を確保するための施策 

ⅰ 市街地における大規模な既存緑地を拠点地区として設定し保全する場合 

 緑地を現状凍結的に保全することが可能な生息生育地型特別緑地保全地区等

の指定によりその保全を図る。 

 緑地の管理を人の手を加えながら永続的に行う場合には、生息生育地型特別緑

地保全地区等の指定に併せて、緑地管理機構制度や管理協定制度等の緑地を適

正に管理する制度の活用を図る。 

 緑地の保全とともに、動植物とのふれあいの場として活用する場合には、主と

して動植物の生息地又は生育地である樹林地等の保護を目的とする都市公園

等として位置づけ、生物多様性の確保に配慮しつつ、緑地の保全・活用・管理

を図る。 

ⅱ 市街地内の大規模工場跡地や埋立造成地等を拠点地区として設定し、緑地を新た

に再生・創出する場合 

 生物多様性の確保に配慮した都市公園等として緑地を再生・創出しつつ、その

管理・活用を図る。 

 

ウ 回廊地区となる緑地を確保するための施策 

ⅰ 中核地区と拠点地区を結ぶ動植物種の移動空間となる既存緑地を回廊地区とし

て設定し保全する場合 

 動植物種の移動空間としての連続性等の確保に配慮しつつ、河川及びその周辺

緑地の保全を図る。その際、動植物の生息・生育環境の再生・創出にも留意す

る。 

 崖線の緑地については、動植物種の移動空間としての連続性等の確保に配慮し

つつ、緑地保全地域、生息生育地型特別緑地保全地区や風致地区の指定、条例

に基づく緑地保全のための地域指定等により保全を図る。 

 動植物とのふれあいの場として活用する場合には、市民緑地契約の締結、主と

して動植物の生息地又は生育地である樹林地等の保護を目的とする都市公園

として位置づけること等により、生物多様性の確保に配慮しつつ、緑地の保

全・活用・管理を図る。 

ⅱ 中核地区と拠点地区を結ぶ道路等を回廊地区として設定し緑地を再生・創出する

場合 

 動植物種の移動空間としての連続性等の確保に配慮しつつ、街路樹や緑道の整

備、道路法面の緑化等を図り緑地の再生・創出を図るとともに、その適正な管

理を図る。 
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エ 緩衝地区を構成する緑地を確保するための施策 

ⅰ 中核地区、拠点地区、回廊地区に対して緩衝機能を発揮する緑地が既に存在して

いる地区を緩衝地区として設定し、当該地区内の緑地を保全する場合 

 風致地区の指定、地区計画等緑地保全条例制度の活用、緑地協定の締結等によ

り緑地の保全を図る。 

 緑の基本計画に保全配慮地区を定め、市民緑地契約の締結、保存樹・保存樹林

の指定、市町村の条例に基づく緑地保全施策の実施等の多様な手法の組み合わ

せにより総合的に緑地の保全を図る。 

ⅱ 中核地区、拠点地区、回廊地区に対して緩衝機能を発揮する緑地の再生・創出を

図ることが可能な地区を緩衝地区として設定し、当該地区内の緑地を再生・創出する

場合 

 地区計画等緑化率条例制度の活用、緑地協定の締結等により緑地の再生・創出

を図る。 

 緑の基本計画に緑化重点地区を定め、公共公益施設の緑化、市町村の条例に基

づく緑化施策の実施等の多様な手法の組み合わせにより総合的に緑地の再

生・創出を図る。 

 

オ 中核地区、拠点地区、回廊地区、緩衝地区以外の市街地における緑地を確保する

ための施策 

ⅰ 市街地の緑地を保全する場合 

 風致地区の指定により緑地の保全を図る。 

 緑の基本計画に保全配慮地区を定め、地区計画等緑地保全条例制度の活用、緑

地協定の締結、市民緑地契約の締結、保存樹・保存樹林の指定、市町村の条例

に基づく緑地保全施策の実施等の多様な手法の組み合わせにより総合的に緑

地の保全を図る。 

ⅱ 緑が少ない市街地において緑地を再生・創出する場合 

 ・良好な都市環境の形成に必要な緑地が不足している地区において、緑化地域

の指定等により一定規模以上の建築物の敷地に対する緑化を図る。 

 ・緑の基本計画に緑化重点地区を定め、都市公園の整備、公共公益施設の緑化、

地区計画等緑化率条例制度の活用、市町村の条例に基づく緑化施策の実施等の

多様な手法の組み合わせにより総合的に緑地の再生・創出を図る。 

 

② 都市におけるエコロジカルネットワークの形成のためのその他の施策の例 

 社会に生物多様性についての理解が浸透するように、普及啓発や環境教育等の

施策を積極的に展開する。 

 身近な緑化空間における生物多様性に配慮した緑化方法等の普及啓発を図る。 

 関係行政機関、ＮＰＯ、地域住民、企業等の事業者、教育・研究機関及び専門

家等、生物多様性の確保を目的とする多様な主体と連携し、緑地の保全・再生・

創出及び管理を行う。 

 多様な主体と連携し、生態系等に被害を及ぼし又は及ぼすおそれのある外来生

物の防除や、在来種の保全等に関する取組を行う。 
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(7) モニタリングの実施に係る配慮事項 

エコロジカルネットワークの形成を通じて生物多様性の確保を計画的に進めていく

上では、緑の基本計画の策定後もモニタリングを継続的に実施し施策の効果や目標の

達成状況等を十分に把握・検証した上で、緑の基本計画の必要な見直しを行っていく

ことが重要である。 

このため、モニタリングの企画に当たっては、継続的なモニタリングが容易な調査

項目・方法をあらかじめ採用しておくことが重要である。 

また、モニタリングの実施に際して、専門的な情報を有する研究機関や学識経験者、

市民団体等と協働すること、小学校等の教育機関や地域住民の参画を得て催事的に行

うことも有効な方法と考えられる。 

教育機関や地域住民の参画を得て行うモニタリングについては、単に、必要な情報

が効率的に収集できるだけでなく、社会に生物多様性についての理解が浸透するよう

に、普及啓発や環境教育等の施策を展開するための手段等としても効果的であり、積

極的に取り組むことが重要である。 

 

（出所）国土交通省都市局「緑の基本計画における生物多様性の確保に関する技術的配慮事項（都市緑

地法運用指針 参考資料）」（平成23年10月） 
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4. 国土交通省「都市の生物多様性指標（簡易版）」（平成28年11月） 

１．背景 

生物多様性は、人類の存続の基盤であるとともに、地域における固有の財産として

地域独自の文化を支えるなど、様々な恩恵をもたらすものですが、人間が行う開発等

による生物種の絶滅や生態系の破壊、社会経済情勢の変化に伴う人間の活動の縮小に

よる里山等の劣化、外来種等による生態系のかく乱等の深刻な危機に直面しています。

そのため、近年、生物多様性の確保のための取組が国際的にも国内においても必要と

されている。 

国際的には、平成22 年10 月に愛知県名古屋市で開催された生物多様性条約第10 回

締約国会議（COP10）において、平成23 年（2011 年）以降の生物多様性の確保に関す

る「新戦略計画・愛知目標」が採択されたほか、決議X/22「生物多様性のための準国

家政府、都市及びその他地方自治体の行動計画」も採択され、行動の例として、都市

のインフラ整備等に生物多様性への配慮を組み込むことや、都市の生物多様性に関す

る指標等のツールを用いて地方における生物多様性の状態及びその管理の状態を把握

することの奨励等が決定された。 

国内では、生物多様性基本法（平成20 年法律第58 号）、地域における多様な主体

の連携による生物の多様性の保全のための活動の促進等に関する法律（平成22 年法律

第72 号）の施行により、地方公共団体による生物多様性地域戦略の策定、地域におけ

る多様な主体の連携による生物多様性確保の活動が進んでいる。さらに、「生物多様

性国家戦略2012-2020」（平成24 年9 月閣議決定）には、具体的施策の一つに、都市

の生物多様性指標等を活用した、地方公共団体における都市の生物多様性の状況や施

策の進捗状況等の把握等を通じた都市の生物多様性の確保の取組の促進が掲げられて

いる。 

このような動向を踏まえ、地方公共団体が都市の生物多様性の状況及びその確保に

向けた取組の状況を客観的に把握・評価し、将来の施策立案、実施、普及等に活用で

きるよう、国土交通省において平成25 年5 月に「都市の生物多様性指標（素案）」（以

下「素案」）を策定し公表した。 

その後、地方公共団体における「素案」の活用状況等を調査したところ、指標算定

に必要なデータを得るための調査の実施状況や、得られているデータの精度について、

地方公共団体間で差が大きいこと、動植物種数の経年変化など、地方公共団体の取組

の現状を踏まえるとデータの収集・分析・評価が困難な指標があることなどが明らか

となった。 

このため、指標値の算出に際して全国の地方公共団体が容易に入手できるデータを

用いるなど、地方公共団体がより活用し易いツールとなるよう先に公表した「素案」

を改良し、今般、「都市の生物多様性指標（簡易版）」（以下「簡易版」）を策定し

たものである。 

 

２．「都市の生物多様性指標（簡易版）」の性格 

本「簡易版」は、「素案」と同様に、地方公共団体の都市の生物多様性の確保に向

けた取組を一層支援することを目的に、都市における生物多様性の状況及びその確保

に向けた取組の状況について、地方公共団体が把握・評価し、将来の施策立案、実施、
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普及啓発等に活用できるツールとして策定したものである。 

「簡易版」は、「素案」で提示した「動植物種数の経年変化に関する定期的な調査」

や、「地域の特色を活かした生態系サービスの精度の高い状況把握」など、地方公共

団体において生物多様性保全の取組みが一定程度進捗し、「素案」に基づく評価に必

要なデータが整備されるまでの間、普及啓発を図るものである。 

 

３．都市の生物多様性指標（簡易版）検討の流れ 

 

 

図 これまでの検討経緯 

 
※1 COP9（2008 年）の閣僚級会合において、シンガポール政府が開発・導入を提唱し、シンガポール国立

公園局が事務局となり、生物多様性条約事務局と協力しつつ開発を進めてきた指標 

※2 「都市における生物多様性とデザイン（URBIO）」（2010 年名古屋）の都市の生物多様性指標(CBI)に

関するワークショップにおいて、名古屋市環境局（当時）加藤正嗣氏が提案した指標案 

 

  

都市の生物多様性
シンガポール指標（※１）

名古屋改善指標
（※２）

指標の整理統合

下記３つの観点を踏まえて指標を評価

①指標が都市の生物多
様性の状況を表す

②指標が都市の生態系
サービスの状況を表す

③指標が都市における生
物多様性の確保に向け
た取組の状況を表す

①指標の算定に必要な
データの入手が容易

②指標の算定方法が簡易

①全国の都市において
適用が可能

１．必要性 ２．簡便性 ３．適用可能性

都市の生物多様性指標（素案）の検討・とりまとめ
平成25年５月

ケーススタディ・アンケート調査等の実施

都市の生物多様性指標（素案）に基づく
評価の試行

アンケート、ヒアリング調査に基づく生物多
様性関連施策の取組状況等の把握

都市の生物多様性指標（素案）の課題

指標に必要なデータの不足や精度のばらつき

算定にあたっての技術的ハードルの高さ

活用方策の見出しづらさ

全国的に入手可能なデータを用いた、
相互比較可能な指標の必要性

都市の生物多様性指標（簡易版）の検討・とりまとめ

先の3つの観点における、
「必要性」を担保しつつ「簡便性」

「適用可能性」を深化

都
市
の
生
物
多
様
性
指
標
（素
案
）の
検
討

都
市
の
生
物
多
様
性
指
標
（簡
易
版
）の
検
討

ケーススタディを通じた指標の普及啓発
指標を活用した生物多様性施策の推進

今
後
の
予
定
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４．都市の生物多様性指標（簡易版）の構成 

「都市の生物多様性指標（簡易版）」の構成は以下のとおり。 

 

表１ 都市の生物多様性指標（簡易版）の構成 

指標項目 概要 使用データ 

生態系・ 

ハビタット

の多様性 

指標1 緑地等の現況（都市における生物多様

性確保のポテンシャルを有する緑地等

の割合） 

・国土数値情報 

指標2 法令等により確保されている緑地等の

状況（都市における生物多様性確保の

ポテンシャルを有する法令等に基づき

継続性のある緑地等の割合） 

・国土数値情報 

・都市計画基礎調

査における法

適用現況調査 

指標3 都市におけるエコロジカルネットワー

クの状況 

・国土数値情報 

(都市の取

組) 

指標4 動植物種の状況（都市に生息・生育す

る動植物種数に関する調査の実施状

況） 

・アンケート回答に

よる自己評価 

生態系 

サービス 

指標5 生態系サービスの状況 

①地球温暖化への対応（都市緑化等に

よる温室効果ガス吸収量） 

②緑地の冷涼化効果（緑地等による樹

冠被覆面積） 

③水量の調節（緑地等による透水効果） 

・国土数値情報 

都市の取組 指標6 行政の生物多様性取組状況（都市の行

政計画における生物多様性の確保への

配慮の状況） 

・アンケート回答に

よる自己評価 

指標7 行政計画への住民等の参加状況（生物

多様性の確保に関する都市の行政計画

における住民・企業等の参加の状況） 

・アンケート回答に

よる自己評価 
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５．都市の生物多様性指標（簡易版） 

（1）素案からの主な変更点 

表２ 素案からの主な変更点 

 

 

  

指標 概要 項目 素案 簡易版
素案からの
主な変更点

変更事由

指標1 緑地等の現況

都市計画における
生物多様性確保の
ポテンシャルを有
する緑被地・水面
等の総面積

「地方公共団体等が独
自に行う緑被地・水面
等の調査 」等を使用

「国土数値情報　土地
利用細分メッシュデー
タ」を使用

算出に使用する
データを変更

・全国統一の基準で、定期的に
調査が実施されている。
・また、GIS情報として整備・公
開されており簡便性、適用可能
性が高まる。（指標３，５について
も同様）

複数の法令で重複して
指定されている場合、
重複を除いて算定

複数の法令で重複して
指定されている場合で
も、そのまま面積を合
算

面積の算出方法を
変更

・法令等で指定されている区域
の情報がGIS化されておらず、
重複を除外する作業が困難であ
る。
・複数の法令等で指定されてい
ることは、改変されずに維持され
る可能性の高さを量る指標にな
る。

・都市計画基礎調査に
おける法適用現況調
査
・地方公共団体等が独
自に行う法令等の施行
状況等に関する調査

都市計画基礎調査に
おける法適用現況調
査

算出に使用する
データを変更

・「地方公共団体等が独自に行
う法令等の施行状況等に関する
調査」は使用せず、国の調査
データに限定することで、簡便
性が高まる。

エコロジカルネット
ワークの形成の状
況の評価指標とな
る動植物種

評価指標となる動植物
種を自治体において設
定

日本全国でみられ、都
市でも生息が可能な鳥
類であるコゲラを指標
種として使用

指標種を統一

・指標種の移動に「地理的障
害」がある場合はエコロジカル
ネットワークの算出ができない。
・鳥類であるコゲラを使用するこ
とで緑地の連続性の評価が容
易になる。

エコロジカルネット
ワークの評価対象
となる土地利用種
別

「緑地」及び「河川」 「樹林＝森林」 評価対象を限定 ・算出にかかる負荷を軽減。

指標値の表現方法 指標値は面積 指標値は比率
指標値を面積から
比率に変更

・面積を指標値とすると、指標値
が地方公共団体等の面積に依
存する。

指標4 動植物種の状況 評価項目 動物種数の経年変化 生物調査の実施状況
動植物種数の経年
変化から生物調査
実施状況に変更

・都市における動植物数の経年
変化を把握する調査を実施して
いる地方公共団体が極めて少
ない（平成26・27年度の調査結
果）。

指標5

生態系サービスの状
況
5-1地球温暖化への
対応
5-2緑地の冷涼化効
果
5-3水量の調節

評価項目

７項目の生態系サービ
ス（地方公共団体が設
定した独自の項目につ
いて数値を算定して評
価）

3項目の生態系サービ
ス（国土数値情報を用
いて把握可能な項目
のみ）

生態系サービスの
項目を限定

・緑地の利用（緑地等への年間
訪問動向）など、地方公共団体
にが算定困難な項目がある。

指標6
行政の生物多様性取
組状況

―― ―― ―― 変更なし ――

指標7
行政計画への住民等
の参加状況

―― ―― ―― 変更なし ――

指標2
法令等により確保さ
れている緑地等の状
況

指標3
都市におけるエコロ
ジカルネットワークの
状況

都市計画区域にお
いて法令等に基づ
き確保されている、
生物多様性確保の
ポテンシャルを有
する緑地等内の緑
被地・水面等の総
面積
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（2）主要な使用データ「国土数値情報 土地利用細分メッシュデータ」について 

このたびの簡易版の作成にあたり、使用データとして頻出するのが、「国土数値情

報 土地利用細分メッシュデータ」である。このデータを使用することにより、GIS に

よる分析が可能になるほか、各地方公共団体においては、指標の算出に煩雑な独自調

査を行う負担が軽減されるとともに、同じデータを用いて指標を算出することで、地

方公共団体間の相互比較も可能となる。各指標において評価の対象としているデータ

項目は以下のとおりである。 

 

表３ 国土数値情報土地利用細分メッシュデータの土地利用種別と指標の評価対象 

 

 

出典：GIS ホームページ http://nlftp.mlit.go.jp/ksj/gml/datalist/KsjTmplt-L03-b.html 

 

  

1 3 5-1 5-2 5-3

100 田 湿田・乾田・沼田・蓮田及び田とする。 ○ ○

200 その他の農用地
麦・陸稲・野菜・草地・芝地・りんご・梨・桃・ブドウ・茶・
桐・はぜ・こうぞ・しゅろ等を栽培する土地とする。

○ ○

300 - -

400 - -

500 森林 多年生植物の密生している地域とする。 ○ ○ ○ ○ ○

600 荒地
しの地・荒地・がけ・岩・万年雪・湿地・採鉱地等で旧土
地利用データが荒地であるところとする。

○ ○

700 建物用地 住宅地・市街地等で建物が密集しているところとする。

800 - -

900 - -

901 道路 道路などで、面的に捉えられるものとする。

902 鉄道 鉄道・操車場などで、面的にとらえられるものとする。

1000 その他の用地
運動競技場、空港、競馬場・野球場・学校港湾地区・人
工造成地の空地等とする。

1100 河川地及び湖沼
人工湖・自然湖・池・養魚場等で平水時に常に水を湛え
ているところ及び河川・河川区域の河川敷とする。

○ ○

1200 - -

1300 - -

1400 海浜 海岸に接する砂、れき、岩の区域とする。 ○ ○

1500 海水域 隠顕岩、干潟、シーパースも海に含める。 ○ ○

1600 ゴルフ場
ゴルフ場のゴルフコースの集まっている部分のフェアウ
エイ及びラフの外側と森林の境目を境界とする。

コード 種別 定義
指標

http://nlftp.mlit.go.jp/ksj/gml/datalist/KsjTmplt-L03-b.html
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（3）今後の課題と発展可能性について 

簡易版は、評価方法を簡易にしたために素案で意図した趣旨などが十分反映しきれ

ていない部分がある。その主なポイントとしては、地域独自の取組が十分に反映しき

れていないこと、動植物種の状況について、動植物の具体的な状況ではなく調査の実

施状況を評価対象としたこと、生態系サービスの項目数が絞られていること、が挙げ

られる（下記にて詳述）。 

これらの課題については各地方公共団体において、生物多様性施策を推進していた

だく中で解消され、さらに良い指標へと発展していくことが期待される。 

 

①地域独自の取組の反映 

緑地等の現況（指標１）、法令等に基づき確保される緑地等の状況（指標２）、緑

地等の現況都市におけるエコロジカルネットワークの状況（指標３）、生態系サービ

スの状況（指標５）について、素案では、指標算出に用いるデータとして、地方公共

団体等が独自に行う調査や、地方公共団体等が独自に制定した条例等により確保され

ている緑地の面積、生態系サービスとして地域の特色を活かして独自に設定する評価

項目などが挙げられていた。簡易版では、指標算出に用いるデータについて、全国ど

こでも入手可能な「国土数値情報 土地利用細分メッシュデータ」を使用データとして

多用したり、指標３の算出根拠となる「都市における生物多様性確保のポテンシャル

を有する緑地」の規模などを統一したりすることで、簡便かつ全国統一的に算出する

ことを可能にした。一方で、条例の制定等、地域独自の取組や、地域特有の動植物種

の生息範囲、緑地規模などを加味した評価がなされなくなっている。 

今後、各地方公共団体において、生物多様性の取組状況を評価する出発点として、

また相互比較する際の基準として活用いただく一方で、地域住民や有識者と協働しな

がら、地域の生態系や歴史文化を踏まえた独自の評価指標が付加されていくことで、

より多様で豊かな生態系を評価できる指標に発展していくことが期待される。 

 

②動植物種の状況 

動植物種の状況（指標４）について、素案においては、都市に生息・生育する動物

種数の経年変化の具体的状況が評価対象だった。しかしながら、経年変化を評価でき

るほどの調査を実施している地方公共団体は極めて少ない現状であることが判明した

ため、簡易版では、生物調査の実施状況を評価対象とし、「定期的な調査の実施」や

「調査地点や調査時季の固定」など、都市に生息・生育する動植物種数の経年変化を

客観的に把握できる調査が実施されているかを評価するものとした。 

今後、簡易版の指標４をもとにした動植物種の調査の普及が進み、動植物種の変化

を示すデータが蓄積されることで、素案で意図した動植物種数の経年変化の具体的状

況を評価できる状況になることが望ましい。 
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③生態系サービス 

生態系サービスの評価（指標５）について、素案においては、簡易版の３項目に「水

の浄化と生態系への負荷」「文化的サービスの提供」「緑地の利用」「緑地の教育利

用」を加えた７項目で評価しているのに対し、簡易版では、算出の簡便性を優先し、

「地球温暖化への対応」「緑地の冷涼化効果」「水量の調節」の３項目に絞っており、

地域住民が文化や教育等の側面から享受している生態系サービスの恩恵に関する項目

は評価の対象から外れている。 

今後、各地方公共団体において、緑地の利用状況等の調査が進められることで、多

様な生態系サービスが評価されるようになることが望ましい。 

 

（4）指標項目 

表１に示した指標１～指標７の算定を行う。 

本稿では、以下の項目に沿って、各指標の目的、定義、算定方法及び素案からの変

更点を説明する。 

 

（１）目的・・・・・・・・ 都市の生物多様性の状況及びその確保に向けた取組の 

状況を把握するために、当該指標を用いる意義、目的 

を示す。 

（２）定義・・・・・・・・ 当該指標の定義を示す。 

（３）算定方法・・・・・・ 当該指標の算定における計算式又は点検項目を示す。 

（４）素案からの変更点・・ 簡易版において、素案から変更された点を示す。 
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指標１ 緑地等の現況 

（都市における生物多様性確保のポテンシャルを有する緑地等の割合） 

 

（１）目的 

都市において、動植物の生息地又は生育地となるポテンシャルを有する緑地等の量

的な状況を示す。 

 

（２）定義 

動植物の生息地又は生育地となるポテンシャルを有する緑地等の都市に占める割

合。 
※「動植物の生息地又は生育地としてのポテンシャルを有する緑地等」とは、都市緑地法における緑

地の定義「樹林地、草地、水辺地、岩石地若しくはその状況がこれらに類する土地が、単独で若しくは

一体となって、又はこれらと隣接している土地が、これらと一体となって、良好な自然的環境を形成し

ているもの」をはじめ、生物多様性国家戦略において動植物の生息地又は生育地として位置づけられて

いる緑地等を示すものとする。 

 

（３）算定方法 

都市における生物多様性確保のポテンシャルを有する緑地等内の緑被地・水面等

の総面積が、都市計画区域面積に占める割合を以下の計算式により算定する。 

【計算式】 

指標１＝（都市計画区域内における生物多様性確保のポテンシャルを有する

緑地等内の緑被地・水面等の総面積）÷ 都市計画区域面積× 100 

【留意事項】 

 都市計画区域を設定していない場合は、行政区域を対象として算定する。 

【使用データ】 

 国土数値情報 土地利用細分メッシュデータの内、土地利用種別「田」「そ

の他の農用地」「森林」「荒地」「河川地及び湖沼」「海浜」「海水域」

の面積の総和を、上記計算式における「都市計画区域内における生物多様

性確保のポテンシャルを有する緑地等内の緑被地・水面等の総面積」とし

て使用する。 

 

 

（４）素案からの変更点 

指標の算定方法における「使用データ」について、素案では「地方公共団体等が独

自に行う緑被地・水面等の調査 等」としていたものを「国土数値情報 土地利用細分

メッシュデータ」に変更。全国統一の基準で、定期的に調査が実施されており、さら

にGIS 情報として整備・公開されているため、簡便性、適用可能性が高まる。（指標

３、５についても同様） 
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指標２ 法令等に基づき確保されている緑地等の状況 

（都市における生物多様性確保のポテンシャルを有する、法令等に基づく継続 

性のある緑地等の割合） 

 

（１）目的 

都市において、動植物の生息地又は生育地となるポテンシャルを有する継続性のあ

る緑地等の量的な状況を示す。 

 

（２）定義 

動植物の生息地又は生育地となるポテンシャルを有する緑地のうち、法令等に基づ

き確保されている、都市における生物多様性確保のポテンシャルを有する緑地等内の

緑被地・水面等の総面積が、都市計画区域面積に占める割合。 
※「法令等に基づき確保されている緑地等」とは、以下を指すものとする。 

・法令等（地方公共団体の条例、協定を含む）に基づき緑地が保全されている区域、地区 

・法令等（地方公共団体の条例、協定を含む）に基づき緑化を促進する区域、地区 

 

（３）算定方法 

【計算式】 

指標２＝（都市計画区域内において法令等に基づき確保されている、生物多

様性確保のポテンシャルを有する緑地等内の緑被地・水面等の総

面積）÷ 都市計画区域面積 × 100 

【留意事項】 

 法令等に基づき確保されている、都市における生物多様性確保のポテンシ

ャルを有する緑地等の区域に重複がある場合が想定されるが、本評価では

重複部を対象外とする処理などを行わず、そのまま延べ面積を算出・評価

する。 

 都市計画区域を設定していない場合は、行政区域を対象として算定する。 

【使用データ】 

 都市計画基礎調査における法適用現況調査 

 具体的には、下記表４に示す都市計画区域内において指定される区域又は

地区の面積の総和を、上記計算式における「都市計画区域内において法令

等に基づき確保されている、生物多様性確保のポテンシャルを有する緑地

等内の緑被地・水面等の総面積」として使用する。 
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表４「法令等に基づき確保されている緑地等」の対象とする区域・地区 

 

 

 

（４）素案からの変更点 

簡便性と相互比較の可能性を高める観点から、算定方法と使用データを一部変更し

た。変更点は以下のとおり。 

【変更点①】 

指標の算定方法における「留意事項」について、素案では法令等に指定されている

区域について、複数の法令で重複して指定されている場合は、「重複を除いて算定」

するとしていたが、「そのまま延べ面積を算出・評価」することに変更した。 

法令等で指定されている区域の情報がGIS 化されておらず、重複を除外する処理が

困難という簡便性に係る問題のほか、複数の法令等で指定されていることは、当該地

域を開発する際の諸手続きの多さにつながり、改変されずに維持される可能性の高さ

を量る指標になるとも判断した。 

【変更点②】 

指標の算定方法における「使用データ」について、素案では「都市計画基礎調査に

おける法適用現況調査、地方公共団体等が独自に行う法令等の施行状況等に関する調

査」としていたものを「都市計画基礎調査における法適用現況調査」のみに変更し、

相互比較の可能性を高めた。 

  

制度等の名称（根拠法）  制度の概要

歴史的風土保存区域
（古都保存法）

古都における歴史的風土を緩やかに保存するために、区域内における
木竹の伐採、建築行為、土地の形質の変更など、一定の行為を届出・
勧告制とする。

歴史的風土特別保存地区
（古都保存法・明日香法）

古都における歴史的風土を現状凍結的に保存するために、地区内に
おける木竹の伐採、建築行為、土地の形質の変更等、一定の行為を許
可制とする。なお、明日香村の区域については、第１種と第2種に区分
し、それぞれの許可基準を定めている。

近郊緑地保全区域
（首都圏・近畿圏近郊緑地保全法）

良好な自然的環境を形成する緑地について木竹の伐採、建築行為、土
地の形質の改変等一定の行為を届出制とし、無秩序な市街地化を防
止する。

近郊緑地特別保全地区
（首都圏・近畿圏近郊緑地保全法）

特別緑地保全地区
（都市緑地法）

風致地区
（都市計画法）

良好な自然的景観を形成している区域のうち、土地利用計画上、都市
環境の保全を図るため風致の維持が必要な区域について定め、地区
内における木竹の伐採、建築行為、土地の形質の変更等、一定の行
為を許可制とする。

市民緑地
（都市緑地法）

雑木林・屋敷林等の緑地の所有者や人工地盤・建築物等の緑化を行う
事業者と地方公共団体等が契約を結び、緑地や緑化施設を地域の
人々の利用のために公開する。

保存樹木・保存樹林
（樹木保存法）

都市計画区域における、一定の基準を満たす樹木または樹木の集団
（樹林地・いけがき）について市町村長が指定し、保存を図る。

緑地協定
（都市緑地法）

土地所有者等が合意により緑地の保全や緑化に関する協定を締結し、
市街地の良好な環境を確保する。

市民農園
（市民農園促進法）

市民農園の整備を適正かつ円滑に推進するための措置を講ずること
により、健康的でゆとりある国民生活の確保を図る。

良好な自然的環境を形成する緑地について木竹の伐採、建築行為、土
地の形質の改変等一定の特別緑地保全地区 行為を許可制とし、緑地
を現状凍結的に保全して、豊かな緑を将来に継承する。
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指標３ 緑地等の現況都市におけるエコロジカルネットワークの状況 

 

（１）目的 

都市におけるエコロジカルネットワーク形成の状況を示す。 

（２）定義 

都市における動植物の生息地又は生育地となるポテンシャルを有する緑地等による

エコロジカルネットワークの形成の状況。 

（３）算定方法 

エコロジカルネットワークの形成の状況の評価指標として日本全国でみられる、都市でも生

息が可能な動植物であるコゲラに着目し、コゲラの生息地又は生育地となるポテンシャルを有

する連続性のある緑地等から構成されるエコロジカルネットワークの形成の状況を評価する。 

【計算式】 

 まず、当該地方公共団体に、15ha 以上の一体となった森林が分布するか否かを確

認する。存在する場合はエコロジカルネットワークの拠点が存在すると評価する。

存在しない場合は本指標の評価の対象外となる。 

 その上で、GIS データ上で森林と認識される区画（森林メッシュ）を対象として、

それぞれの森林メッシュから半径250m 以内の森林メッシュを連続性のある緑地

とみなし、以下の計算式により算定する（計算にあたっては、各森林メッシュに

125m のバッファ（のりしろ）を設定し、バッファが重なり合うメッシュを250m 以

内の連続する一つの緑地として計算する）。（次頁補足資料を参照） 

I3 =
1

Atotal

(A1
2 + A2

2 + A3
2 +⋯+An

2 ) 

指標３＝I3 / Atotal ×100 
N    ：都市における生物多様性確保のポテンシャルを有する緑地等の総数 

Atotal ：上記緑地等の総面積 

A1～An ：上記緑地等のそれぞれの面積 

【留意事項】 

 都市計画区域を対象として算定する。なお、都市計画区域を設定していない場合

は、行政区域を対象として算定する。 

 上記計算は、市販のGIS ソフトで対応可能である。 

【使用データ】 

 国土数値情報 土地利用細分メッシュデータの内、土地利用種別「森林」を、上記

計算式における緑地等の面積として使用する。 

 

（４）素案からの変更点 

簡便性と相互比較の可能性を高める観点から、算定方法を大幅に変更した。主な変

更点は以下の通り。 

【変更点①】 

指標種に鳥類を用いることで、素案の計算式における「地理的障害がある場合を除

く」という条件を無くし、連続性の評価を容易にした。 

【変更点②】 

評価対象を「樹林＝森林」に限定し、算出にかかる負荷を軽減した。 

【変更点③】 

指標値が比率で示されるようにすることで、相互比較の可能性を高めた。  
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《指標３：補足資料》 

①土地利用情報から            ②森林のメッシュ（緑の部分）に125ｍの 

「土地利用種別＝森林」を抽出        バッファを発生させる 

  

①②を通じて抽出・整理した緑地の面積を計算式に代入。以下に模式的なケースを用いて計算イメージを示す 

 

③模式的なケースを用いた計算イメージ 

（離れている緑地は個別に２乗。連続するとみなされる緑地は合算して２乗） 

 

●緑地の総面積、構成が同じでも、立地状況が近接して「連続する緑地」とみなされるか否かで指

標値に差が出る 

※模式図のため、各緑地の広さの比率は正確でない 

 

④連続する緑地と「みなされない」例         ⑤連続する緑地と「みなされる」例 

 

 

 

  

■ケースA 指標値90.37 5 ＜ ■ケースB 指標値90.5

38ha

1ha

125ｍ

125ｍ

38ha
125ｍ

1ha

250ｍ
以内

1ha

1ha

40（緑地総面積）

38 +１ + １2 2 2

＝36.15

指標値＝36.15/40×100＝90.375

38 +２2 2

＝36.2

指標値＝36.2/40×100＝90.5

40（緑地総面積）

水色部分が

「バッファ」 

バッファの発生に

より「連続する緑

地」とみなされるも

の 

緑地メッシュが
孤立している場合

250ｍ
以上

緑地メッシュが
散在していて
それぞれ250ｍ以上
離れている場合

250ｍ以内に分布している場合

３つの緑地がカウント
される→指標値下がる

３つがつながり１つの緑地
としてカウントされる
→指標値上がる
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指標４ 動植物種の状況 

（都市に生息・生育する動植物種数に関する調査の実施状況） 

 

（１）目的 

都市における種の多様性について、経年変化の評価可能性を示す。 

 

（２）定義 

都市に生息・生育する動植物種数の経年変化について、客観的に評価可能な調査の

実施状況。 

 

（３）算定方法 

【評価項目】 

地方公共団体における、生物調査の実施内容について、下記項目の状況に応じて

評価する。 

◯生物調査の実施実績 

①都市に生息・生育する動植物の種数に関する調査の実施 

◯生物調査の実施頻度 

②上記調査の継続実施の有無 

③定期的な実施の有無 

④実施頻度 

◯調査結果の時点間比較の可否 

⑤調査地点の固定 

⑥対象動植物種の固定 

⑦観察・計測方法の記録保管 

上記項目の実施状況に応じて、５段階で評価する 

評価 ②③⑤⑥⑦の実施状況 ④（実施頻度） 

a 全て実施 毎年実施 

b 全て実施 毎年実施せず 

c ３つまたは４つ実施 
（実施頻度によるc-e間

の評価の変更なし） 
d １つまたは２つ実施 

e 実施なし 

※①の「調査の実施」は必須とする（実施していなければe 評価） 

 

【留意事項】 

 行政区域を対象として算定する。 

【使用データ】 

 上記①～⑦の実施状況について、各地方公共団体が別添の「自己評価シー

ト」に基づいて自己評価した結果を使用する。 
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（４）素案からの変更点 

地方公共団体における取組実態を踏まえ、内容を全面的に見直した。 

素案においては、都市に生息・生育する動植物種数の経年変化の具体的状況を評価

対象として、「当該都市における主な生態系に着目して調査地点（モニタリングサイ

ト）及び当該調査地点におけるリファレンス種を設定し、その種数の任意の時点間に

おける増減を算定する。」としていたが、平成26・27 年度の調査結果から、上記評価

を可能にするような調査手法が取られている地方公共団体は極めて少ないことが明ら

かになった。そのため、簡易版では生物調査の実施状況を評価対象とし、「定期的な

調査の実施」や「調査地点や調査時季の固定」など、都市に生息・生育する動植物種

数の経年変化を客観的に把握できる調査が実施されているかを評価するものとした。 

 

【参考事例１】 

指標４「動植物種の状況（都市に生息・生育する動植物種数の状況）」の算定に活用でき

る取組の例 

 

■梅小路公園「いのちの森」（京都府京都市） 

 

長期にわたる継続的なモニタリングで得られたデータの分析は、動植物種の増減の

状況等、動植物の生息地又は生育地の環境の変化を捉えるものであり、迅速かつ適切

な保全対策につながるものである。 

いのちの森は、都市に動植物の生息・生育地となる自然的環境を復元したビオトー

プである。京都ビオトープ研究会のモニタリンググループが、動植物の生息・生育と

しての緑地の状況を評価するため、平成８年より植物相（種子植物・シダ植物）、鳥

類等の調査を開始し、平成９年よりモニタリング調査を毎月継続的に行っている。 

このように、定期的な調査を通じて把握している動植物種の状況を、指標４の算定

に活用することが可能である。 

 

 

京都市梅小路公園「いのちの森」 
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指標５ 生態系サービスの状況 

 

（１）目的 

都市の生物多様性が都市住民にもたらす生態系サービスの状況を示す。 

（２）定義 

都市の生物多様性の確保や、動植物の生息地又は生育地の保全・再生・創出によっ

てもたらされる生態系サービスの状況。 

対象とするサービスは以下の３つとする。 

・地球温暖化への対応（都市緑化等による温室効果ガス吸収量） 

―気候調整に関する生態系サービス。都市のみどりによる温室効果ガス吸収量。 

・緑地の冷涼化効果（緑地等による樹冠被覆面積） 

―気候調整に関する生態系サービス。樹冠被覆地が都市の陸域面積に占める割

合。 

・水量の調節（緑地等による透水効果） 

―水量の調節に関する生態系サービスの状況。水が浸透可能なポテンシャルを

有する土地の面積が都市の陸域面積に占める割合。 

以上３つの項目について、それぞれ独立した指標を設定する。 

 

（３）算定方法 

指標５-１：都市緑化等による温室効果ガス吸収量 

 対象とする都市の森林を「温室効果ガスを吸収する樹林地」とみなし、そ

こから吸収される年間のCO2 量を算定する。 

指標５-２：緑地等による樹冠被覆面積 

 対象とする都市の森林を樹冠被覆地とみなし、その都市の陸域面積に占め

る割合を把握する。 

指標５-３：緑地等による透水効果 

 対象とする都市の緑地（田、その他の農用地、森林、荒地、河川地及び湖

沼、海浜、海水域）を「浸透可能なポテンシャルを有する土地」とみなし、

以下の計算式で算定する。 

【計算式】 

指標５-１＝温室効果ガスを吸収する樹林地の面積（ha） 

× 10.11（t- CO2/ha・年） 

指標５-２＝樹冠被覆地の面積 ÷ 都市計画区域面積 × 100 

指標５-３＝浸透可能なポテンシャルを有する土地の面積 

÷ 都市計画区域面積 × 100 

【留意事項】 

 行政区域を対象として算定する。 

【使用データ】 

 国土数値情報 土地利用細分メッシュデータの内、指標５-１、５-２では、

土地利用種別「森林」の面積を上記計算式における「温室効果ガスを吸収

する樹林地の面積」又は「樹冠被覆地の面積」として使用する。 
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 指標５-３では、土地利用種別「田」「その他の農用地」「森林」「荒地」

「河川地及び湖沼」「海浜」「海水域」の面積の総和を、上記計算式にお

ける「浸透可能なポテンシャルを有する土地の面積」として用いる。 

 

 

（４）素案からの変更点 

素案においては、７項目の生態系サービスのほか、地方公共団体が設定した独自の

項目について数値を算定して評価するものであったが、緑地の利用（緑地等への年間

訪問動向）をはじめ、各地方公共団体において算定が困難な項目があるという簡便性

の問題や、比較可能性を高める観点から、国土数値情報を用いて把握可能な項目に絞

り、統一した指標が算出できるよう、算出方法を全面的に変更している。 

 

【参考事例２】 

指標５-２ 「緑地の冷涼化効果」について 

 

緑は、日射の遮断や蒸発散作用等により気温の上昇を抑える機能を有し、ヒートア

イランド現象の緩和に以下のような効果を発揮するといわれている。 

 大規模な緑地では、クールアイランドとよばれる冷涼な空気のかたまりを形成

する。 

 大規模な緑地や海面からの冷涼な空気の移動をスムーズにする。 

 昼間に熱の発生源となり、かつ夜間に気温が下がりにくい市街地において、日

射の遮断、冷気の形成等により気温を低減させる。 

 

 

現況の気温分布と緑地保全・緑化施策を総合的に講じた場合の 
シミュレーション結果の気温差 

 
出典：「緑地保全と緑化の推進によるヒートアイランド現象緩和効果について（概要）」 

（平成15 年 国土交通省 都市・地域整備局） 
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指標６ 行政の生物多様性取組状況 

（都市の行政計画（※）における生物多様性の確保への配慮の状況） 

※緑の基本計画、生物多様性地域戦略、環境基本計画等の地方公共団体が策定する計画 

（１）目的 

都市の生物多様性の確保に向けた取組を推進するための計画の策定及び実施の状況

等を示す。 

（２）定義 

地方公共団体が策定する緑地保全、緑化推進、生物多様性の確保、自然環境保全等

に関する計画における、都市の生物多様性の確保への配慮の状況、その確保施策の実

施状況及び点検・評価の状況。 

（３）算定方法 

【評価項目】 

下記①～⑭の各項目において、当てはまる取組があれば「該当項目」としてカウ

ントし、14 項目のうちの該当項目数を指標値とする。 

◯現況調査及び分析・評価 

①緑被地、動植物の分布状況や生息・生育状況等に関する独自の調査を実施して

いるか。 

②生態系の保全や動植物種等の保護のための法令の規制等の状況やエコロジカル

ネットワークの形成を図っていく上で関連する計画・事業等を調査しているか。 

③動植物の生息地又は生育地となる緑被地・水面等を、地形、水系、植生等の特

性、生息・生育する動植物の特性、法令の規制等による緑地の担保性等からエ

コロジカルネットワークの構成要素として評価しているか。 

◯目標、緑地の配置方針、施策の立案 

④生物多様性の確保に関する目標を位置付けているか。 

⑤生物多様性の確保のためのエコロジカルネットワークの形成方針、緑地の配置

方針を位置付けているか。 

⑥エコロジカルネットワークを形成する緑被地・水面等の保全・再生・創出に関

する施策（＊1）を1つ以上位置付けているか。 

⑦エコロジカルネットワークを形成する緑被地・水面等の管理・活用に関する施

策（＊1）を1つ以上位置付けているか。 

⑧都市の生物多様性の確保に関する上記以外の施策（＊2）を1つ以上位置付けて

いるか。 
＊1 地方公共団体が設置した生物多様性センター、植物園、動物園、水族館、博物館等の機関によ

る取組も含む 

＊2 生態系等に被害を及ぼし又は及ぼすおそれのある外来生物の防除や、在来種の保全等 等 

⑨都市の生物多様性に関する他の計画との整合が図られているか。 

◯計画の実施・点検・評価 

⑩施策の実施に必要な予算を確保し、施策を実施しているか。 

⑪施策実施状況を把握しているか。 

⑫施策効果を把握し、その点検・評価を行っているか。 

⑬施策の実施・点検・評価に際し、地方公共団体内の部局間の連携を図るしくみ

があるか。 

⑭施策の点検・評価結果を計画・施策に反映しているか。 
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【留意事項】 

 行政区域を対象として算定する。 

【使用データ】 

 上記①～⑭の実施状況について、各地方公共団体が別添の「自己評価シー

ト」に基づいて自己評価した結果を使用する。 

 

 

（４）素案からの変更点 

特になし。 

 

【参考事例３】 

指標６ 緑の基本計画における生物多様性の確保への配慮の例 

 

■国立市緑の基本計画（東京都国立市） 

 

都市の生物多様性を確保していくためには、計画的に動植物の生息・生育環境の保

全、再生、創出及びネットワーク化を進めていくことが必要である。 

東京都国立市の緑の基本計画では、専門家による動植物調査をもとに、市民参加に

よる調査を実施し、それに基づいてビオトープタイプの分布図の作成を行い、生態系

に関する緑地の配置方針とエコロジカルネットワークの形成に向けた方策を示してい

る。 

国立市の緑の基本計画は、指標６の項目のうち、少なくとも以下の項目に該当する

ものである。 

（該当する項目） 

☑ ① 緑被地、動植物の分布状況や生息・生育状況等に関する地方公共団体独自の調

査を実施している 

☑ ⑤ 生物多様性の確保のためのエコロジカルネットワークの形成方針、緑地の配置

方針を設定している 

☑ ⑥ エコロジカルネットワークを形成する緑被地・水面等の保全・再生・創出に関

する施策を１つ以上設定している 

☑ ⑦ エコロジカルネットワークを形成する緑被地・水面等の管理・活用に関する施

策を１つ以上設定している 

 

 

 

 

 

 
出典：「国立市緑の基本計画」 

（平成15年3月 国立市） 
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指標７ 行政計画への住民等の参加状況 

（生物多様性の確保に関する都市の行政計画における住民・企業等の参加の状況） 

 

（１）目的 

都市の生物多様性の確保に向けた取組への住民・企業等の参加の状況を示す。 

（２）定義 

都市の生物多様性の確保への配慮を位置づけた計画の策定、公表、実施、点検、評

価の各段階における住民・企業等の参加の状況。 

（３）算定方法 

【評価項目】 

下記①～⑧の各項目において、当てはまる取組があれば「該当項目」としてカウ

ントし、８項目のうちの該当項目数を指標値とする。 

◯計画の策定・公表 

①住民等の意見を計画に反映する取組（＊1）を実施している。 
＊1 公聴会、説明会、アンケート、パブリックコメント等の意見募集、学識経験者・地域住民等を

含む委員会の設置 等 

②住民等への計画の公表等、広報・普及啓発活動を実施している。 

◯計画の実施・点検・評価 

③NPO、住民、企業等の事業者、教育・研究機関及び専門家等の多様な主体と連携

し、計画に基づき動植物の生息又は生育地となる緑地等の保全・再生・創出及

び管理を行っている。 

④NPO、住民、企業等の事業者、教育・研究機関及び専門家等の多様な主体と連携

し、計画に基づき生態系等に被害を及ぼし又は及ぼすおそれのある外来生物の

防除や、在来種の保全等に関する取組を行っている。 

⑤計画に基づき、生物多様性に配慮した緑化方法等の住民等への周知等生物多様

性に関する普及啓発の施策を実施している。 

⑥計画に基づき、生物多様性に関する環境教育の施策を実施している。 

⑦NPO、住民、企業等の事業者、教育・研究機関及び専門家等の多様な主体と連携

し、継続的に施策の実施状況を把握し、施策効果の点検・評価（＊2）を行って

いる。 
＊2 生物調査等の種のモニタリングも含まれる 

⑧住民等との協働による施策の点検・評価結果を計画・施策に反映している。 

【留意事項】 

 指標6「行政の生物多様性取組状況（都市の行政計画における生物多様性の

確保への配慮の状況）」の算定において、計画に生物多様性への配慮が盛

り込まれている場合に算定を行うものとする。 

 行政区域を対象として算定する 

【使用データ】 

 上記①～⑧の実施状況について、各地方公共団体が別添の「自己評価シー

ト」に基づいて自己評価した結果を使用する。 

 

 

（４）素案からの変更点 

特になし。 
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【別 添】 

都市の生物多様性指標（簡易版）指標４，６，７自己評価シート 

 

指標４ 

都市の生物多様性のうち、【指標４】動植物の状況に関する調査の実施状況等を評価する。 

（1）都市に生息・生育する動植物の種数に関する調査を実施しているか。 

（評価項目「①」に相当） 

[選択肢]  

  ①実施している ②実施していない 

→ここで②の場合すべてe評価とする 

【下記は(1) で①を選択した場合のみ評価】 

（2）その調査は継続的に行われているか。（評価項目「②」に相当） 

[選択肢]  

  ①10年以上の実施あり ②５年以上10年未満の実施あり 

  ③２年以上５年未満の実施あり ④１回だけ 

→ここで①～③を「継続実施」とみなす 

（3）その調査は定期的に行われているか。（評価項目「③」「④」に相当） 

[選択肢]  

  ①毎年実施  ②２年に１回  ③３年または４年に１回  ④５年に１回 

  ⑤５年以上間隔を開けて定期的に実施 ⑥不定期に実施 

→ここで①～⑤を「定期的な実施」とみなし評価項目「③」を満たすと判定 

→①を評価項目「④」における「毎年実施」とみなす 

（4）その調査の調査地域は固定されているか。（評価項目「⑤」に相当） 

[選択肢]  

  ①５地点以上固定 ②３地点または４地点固定 

  ③１地点または２地点固定 ④固定していない 

→①～③を「調査地点が固定されている」とみなす 

（5）その調査の対象となっている動植物種は固定されているか。（評価項目「⑥」に相当） 

[選択肢]  

  ①５分類群以上固定 ②３分類群以上固定 

  ③１分類群以上固定 ④固定していない 

→①～③を「対象動植物種が固定されている」とみなす 

（6）その調査における、動植物の観察、計測手法について、記録とともに整理・保管

されているか。（評価項目「⑦」に相当） 

[選択肢]  

  ①整理・保管している ②整理・保管していない 
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指標６ 

都市の生物多様性指標のうち、【指標６】行政の生物多様性取組状況として、緑の基本計画、

生物多様性地域戦略等への生物多様性の確保に関する施策の位置づけ状況等を評価する。 

（1）緑被地・水面等の分布状況または動植物の生息・生育状況等に関する調査を独

自に実施しているか。 

[選択肢]  

  ①実施している ②実施していない 

（2）生態系の保全や動植物種等の保護のための法令の規制等の状況やエコロジカルネ

ットワークの形成を図っていく上で関連する計画・事業等を調査しているか。 

[選択肢]  

  ①実施している ②実施していない 

（3）動植物の生息地又は生育地となる緑被地・水面等を、地形、水系、植生等の特性、

生息・生育する動植物の特性、法令の規制等による緑地の担保性等からエコロジカ

ルネットワークの構成要素として評価しているか。 

[選択肢]  

  ①実施している ②実施していない 

（4）生物多様性の確保に関する目標を位置付けているか。 

[選択肢]  

  ①実施している ②実施していない 

（5）生物多様性の確保のためのエコロジカルネットワークの形成方針、緑地の配置

方針を位置付けているか。 

[選択肢]  

  ①実施している ②実施していない 

（6）エコロジカルネットワークを形成する緑被地・水面等の保全・再生・創出に関す

る施策（＊１）を１つ以上位置付けているか。 

（＊１ 地方公共団体が設置した生物多様性センター、植物園、動物園、水族館、博物館等の機関による取組も含む。） 

[選択肢]  

  ①実施している ②実施していない 

（7）エコロジカルネットワークを形成する緑被地・水面等の管理・活用に関する施策

（＊１）を１つ以上位置付けているか。 

（＊１ 地方公共団体が設置した生物多様性センター、植物園、動物園、水族館、博物館等の機関による取組も含む。） 

[選択肢]  

  ①実施している ②実施していない 

（8）都市の生物多様性の確保に関する左記以外の施策（＊２）を１つ以上位置付け

ているか。 

（＊２ 生態系等に被害を及ぼし又は及ぼすおそれのある外来生物の防除や、在来種の保全等 等。） 

[選択肢]  
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  ①実施している ②実施していない 

（9）都市の生物多様性に関する他の計画との整合が図られているか。 

[選択肢]  

  ①図られている ②図られていない 

（10）施策の実施に必要な予算を確保し、施策を実施しているか。 

[選択肢]  

  ①実施している ②実施していない 

（11）政策実施状況を把握しているか。 

[選択肢]  

  ①把握している ②把握していない 

（12）施策効果を把握し、その点検・評価を行っているか。 

[選択肢]  

  ①実施している ②実施していない 

（13）施策の実施・点検・評価に際し、他部局との間で連携を図るしくみがあるか。 

[選択肢]  

  ①仕組みがある ②仕組みがない 

（14）施策の点検・評価結果を計画・施策に反映しているか。 

[選択肢]  

  ①反映している ②反映していない 

 

※（1）～（14）において①を選択した数を指標６の指標値とする。 
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指標７ 

都市の生物多様性指標のうち、【指標７】行政計画への住民等の参加状況として、緑の基本計

画、生物多様性地域戦略等の計画における住民・企業等の参加の状況を評価する。 

（1）住民等の意見を計画に反映する取組(＊)を実施しているか。 

（＊ 公聴会、説明会、アンケート、パブリックコメント等の意見募集、学識経験者・地域住民等を含む委員会の設置 等。） 

[選択肢]  

  ①実施している ②実施していない 

（2）住民等への計画の公表等、広報・普及啓発活動を実施しているか。 

[選択肢]  

  ①実施している ②実施していない 

（3）NPO、住民、企業等の多様な主体と連携し、動植物の生息又は生育地となる緑

地等の保全・再生・創出及び管理を行っているか。 

[選択肢]  

  ①実施している ②実施していない 

（4）NPO、住民、企業等の事業者等の多様な主体と連携し、外来生物の防除や、在

来種の保全等に関する取組を行っているか。 

[選択肢]  

  ①実施している ②実施していない 

（5）計画に基づき、生物多様性に配慮した緑化方法等の住民等への周知等生物多様

性に関する普及啓発の施策を実施しているか。 

[選択肢]  

  ①実施している ②実施していない 

（6）計画に基づき、生物多様性に関する環境教育の施策を実施しているか。 

[選択肢]  

  ①実施している ②実施していない 

（7）NPO、住民、企業等の事業者、教育・研究機関及び専門家等の多様な主体と連

携し、継続的に施策の実施状況を把握し、施策効果の点検・評価（＊２）を行

っているか。 

（＊２ 生物調査等の種のモニタリングも含まれる。） 

[選択肢]  

  ①実施している ②実施していない 

（8）住民等との協働による施策の点検・評価結果を計画・施策に反映しているか。 

[選択肢]  

  ①反映している ②反映していない 

 

※（1）～（8）において①を選択した数を指標７の指標値とする。 
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